On Perlman and Taft\u27s Interpretation of American Labor History, II by 小林 英夫 & Kobayashi Hideo
パールマンおよびタフトとニュー・ディールまでの
アメリカの労働組合運動（下） : アメリカ労働史
論の研究(4)
著者 小林 英夫
雑誌名 關西大學經済論集
巻 29
号 2
ページ 65-135
発行年 1979-06-20
その他のタイトル On Perlman and Taft's Interpretation of
American Labor History, II
URL http://hdl.handle.net/10112/14588
6 
論文
パールマンおよびタフトとニュー・ディー
ルまでのアメリカの労働組合運動（下）
ーアメリカ労働史論の研究(4)――-
小 林 英
目次
v. 限られた前進と大戦の影響 (1910~1920)
1. 新時代の産業管理............................................................1 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 2. 組合構造の変貌
3. 組合行動様式の変貌・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16
VI. 大戦後の戦闘性とビジネスの神格化
1. 戦後の戦闘性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26
2. アメリカン・プラン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36
3. 組合政治活動とコムニズム………………………………………・・・43
4. 組合のビジネス化と福祉資本主義.................... 50 
VJI. むすび・・・...................'.・・・・・・・・・・・・・・・61
V. 限られた前進と大戦の影響
(1910~1920) 
1. 新時代の産業管理
夫
"1905年~10年はAFL組合員数が停滞的であってアメリカの組合運動が「厳
密には守勢に立った」のにたいし， 1910年~13年は主に衣服・鉱業・建築・運
輸の諸産業でAFL勢力が伸び，とくに衣服と鉱業でその伸び率が大きかっ
1 
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た。 しかも衣服産業では新しい型の産業管理の発展したことが注目される％
もともと衣服産業の労働力（ユダヤ系移民）は協働を基礎とする集団単位の課
業制度 (tasksystem)のもとにあったが，商業資本家間の競争的圧力は課業内
容の拡大（実質出来高賃率の低下）をもたらし，その結果課業の達成が困難となる
と，必然的に労働組合の結成をもたらした (1882年）。まさにコモンズ理論の典
型例といえよう。だがこの組合は，最初の「移民ストライキ」 ("i~migrant 
strike"-—要求は10時間制と週15 ドルの収入を保障する出来高賃率）に成功すると，
以後消滅してしまった。 このパターン（受認限度にいたる労働条件悪化の黙認→団
体行動による抵抗→勝利→組合への関心の稀薄化と獲得された成果の喪失）は， ユダヤ
系組合運動がその後25年以上にわたって辿りつづけたもので，• そのためユダヤ
人の組織化は不可能であるとまでいわれた。パールマンとタフトによれば，そ
の原因は，①現在の仕事を一時しのぎ (astop gap)とみるユダヤ人の傾向と
R昨日の労働十字軍戦士が今日の新雇主（非良心的な苦汗工場ボス）となる現実
とのために，労働組合が労働条件を永続的に引きあげるためのテコの支点を欠
いたことにあるという 2)。
とはいうものの 1891年には男子服部門に全米統一衣服労働者組合 (the
United Garment Workers of America, 以下UGWAと略す）が結成され， 1900年
には婦人服部門に国際婦人服労働者組合 (theInternational Ladies'Garment 
Workers Union, 以下 ILGWUと略す）が結成されている。その後の動きをみる
と， 1904年の業者側のオープン・ショップ運動（ニューヨーク，シカゴ，セント・
ルイス）にたいするUGWAの抵抗は成功していない。 1909年~10年の冬には
1) Selig Perlman and Philip Taft, History of Labor in the United States, 1896 
~1932; Labor Move加 nts,Vol'. IV, New York: The Macmillan Company, 
1935, p. 289. 
2) Ibid., pp. 289~290. ユダヤ人移民は実態において他の不熟練労働層と大差ないのに，
労働組織にかんして労働者よりも職人の観念をもっていたともいう (Philip Taft, 
Organized Labor in A加 ricanHistory, New York: Harper & Row, 1964, pp. 
248~249)。
2 
パールマンおよびクフトとニュー・ディールまでの
アメリカの労働組合運動（下）（小林） 67 
ニューヨークのブラウス製造工のストライキ（参加女エ数は2万人に達し，警察の
介入の故に世の同情をうけた）があり，企業ごとの個別協約にて解決したが， こ
のストライキは「裁縫業の組合運動の転換点」かつ「新たな組合運動の波の前
兆」であり，それ以後この業種は「アメリカ労働戦線の文句なしの高度に重要
な領域」となったという 3)0 
だが「当産業における産業管理の始まり」は， 1910年の婦人用コート製造労
働者のストライキ（ニューヨーク）である。組合要求は，下請廃止・景気後退時
の公平な仕事配分・電気料金負担の廃止・週48時間制・組合承認その他であっ
て，当時の婦人服産業の実態をよくしめしている丸著名弁護士Jレイス・プラ
ンダイス（のちの最高裁判所判事）らの調停で問題の多くは解決をみたものの組
合はクローズド・ショップ制要求を譲らず，結局は組合が労使間の合意の成っ
た範囲内で協定の締結にふみきり，ストライキは中止された5)。一般に「和解
協定書」 (theProtocol of Peace)として知られるものが，これである。その内
容は， ①企業内下請 ("inside"sub-contracting-3 ~ 8人の女工を使用する男子
請負工の雇用）の撤廃，R優先的ユニオン・ショップ（当該職務に適する組合員の
いない場合にのみ非組合員を雇いうる）•， ③賃金その他の労働条件についての組合
基準の全面実施，④工場監督的機能を営む労使合同衛生管理委員会 (3者構成）
の設置，⑥苦情委員会 (2者構成）および仲裁委員会 (3者構成）の設置等であ
3) Perlman and Taft, op. cit., pp. 293, 296. ただしパールマンとタフトには， ILG_WU
を主として構成したのがユダヤ人女性だったという観点での議論は乏しい。女性なる
が故の組織化の困難性と女性オーガナイザーの直面した諸問題については， Alice
Kessler-Harris, "Organizing The Unorganizable: Three Jewish Women and 
Their Union", Labor History, Vol. 17, Nr. 1, Winter 1976. 
4) Perlman and Taft, op. cit., p. 297. 
5) Ibid., pp. 298~299. なおブランダイスは，産業管理（団体交渉制）の第3者的支持者
として注目されるぺき3人のうちの1人（他は JohnWilliamsとJ.R.Commons) 
とされる。ブランダイスについては MiltonDerber, The American Idea of 
Industrial Democracy, 1865~1965, Chicago: University of Illinois Press, 
1970, pp, 134~137. 
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って，これについては「従来絶望的なほど無秩序だとされた産業に遂に産業管
理がやってきた」と評価されている6¥
前記和解協定書（プロトコル）は， 以上のように「管理」 ("government")と
「正当なる法の手続」 ("dueprocess of Jaw")を無秩序な衣服産業にもちこもう
としたものだが叫 苦情制度の実際の運用においては，組合側の主任苦情係
(the chief clerk一窓ロレベルで労使代表の解決できなかった申立は各側の主任苦情係
の間で検討され，そこで意見の一致をみなければ苦情委員会に，そこでも解決されなけれ
ば仲裁委員会に附託される）が ILGWU内の階級意識的急進派の扱いに苦慮し，
しばしば主任の交替となった。とくに 3代目の主任に選ばれた階級意識的な統
計家かつ経済学者のアイザック・アワウィッチ (IsaacHourwich)は， 組合員
の一般投票で支持されたというのに， ILGWU執行部と使用者からは反対さ
れ，在任 1年にしてその地位を去った8)。パールマンとタフトによれば，これ
は「穏健なユニオニズムの勝利」であり，この型の産業管理が「建設的かつ進
歩的な可能性を有する」 ことをしめしたものだという 9) (なんとウィスコンシン
的よ/)。
だが婦人服産業のかかる動きとは対照的に，男子服のUGWAは「相対的不
安定の状態」にあった。その原因は， ①組合指等層（アメリカ生れ）と下部（移
民）の対立および③組合の過去の闘争実績の乏しさにあるとされる 10)。それに
6) Perlman and Taft, op. cit., p. 300. なおプロトコルは，• ユダヤ人は気質的に恒常的
組合運動に向かないというコモンズの判断に反するようだが，プロトコルは1915年に
崩壊し，その後団体交渉はとり入れられたものの， ILGWUと雇主との関係はトラプ
ルが絶えなかった (Derber,op. cit., pp. 242~243)。
7) Perlman and Taft, op. cit., p. 301. 
8) Ibid., pp. 301~303. ただしこの対立についてラスレットは，それはイデオロ、ギー上の
基本対立ではなく，協定に批判的な一般組合員と行動に慎重な執行部とのアプローチ
上の対立にすぎなかったという (JohnLaslet, Labor and the Left, A Study of 
Socialist and Radical Influences in the American Labor Movement, 1881~19 
24, New York: Basic Books, 1970, pp. 111, 112)。
9) Perlman and Taft, op. cit., p. 303. 
10) Ibid., p. 304. 
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男子服産業の実態も婦人服の場合とは異なり，たとえばシカゴでは，①有名な
ハート・シャフナー＝マークス (HartSchaffner and Marx)社に代表されるエ
場制と③シカゴ衣服卸売業者協会 (CWCA)の加盟業者に代表される商業資本
家制との競争が賃金に圧迫を加え（コモンス咽！論の一種の展開）1>, そのため1910
年にはハート・シャフナー＝マークス社の賃下げ ("nibblingat wages")に端
を発して大ストライキが生じている。組合承認と賃上げがその要求の主たるも
のだが，翌年 1月には組合とハート・シャフナー＝マークス社との間に協定
（罷業者全員の復職,UGWA組合員にたいする差別待遇の禁止， 3者構成の仲裁委員会
の設置）が成立し， 2月には卸売業者協会の加盟企業にたいするストライキも
中止された12)。前記協定は，「使用者と組合の対等の参加を基礎とし最高度に
練りあげられたアメリカ産業管理の始まり」だとされる 13)。1912年には苦情処
理の停滞（事件数の多さと担当者の専門知識の欠如による）を解決するために下級
審的な機能を営むものとして紛争処理委員会 (TradeBoard—労使代表各5名
と中立議長1名より成る）が設置され，「通常の紛争」はこの委員会が処理し，仲
裁委員会は前例のない事件をもっぱら扱うこととされた。かくして前記2つの
委員会は，「産業を管理するため判例法を発展させる広汎な機会を有した」の
である14)。
一方ニューヨークでは1912年の暮に仕立師のストライキ（要求項目は下請・テ
ネメント制の廃止，時間短縮，賃上げ）があり， UGWA会長T・A・リッカート
が独断妥結を試みて下部の組合員に拒否され，結局はより有利な条件で争議が
11) Ibid., p. 304. 戦後の代表的な労働運動通史もこの商業資本家制を指摘する (Joseph 
G. Rayback, A History of A加 ricanLabor, New York: The Macmillan 
Company, 1959, p. 254)。―
I2) Perlman and Taft, op. cit., pp. 304~305, 307. 
13) Ibid., p. 307. -
14) Ibid., p. 309. プランダイスほど有名ではないが， 1912~1919の間ハート・シャフナ
ーーマークス社の仲裁委員会の議長をつとめたジョン・ウイリャムスは，のちに全国
モデルとなる哲学と手続を発展せしめたという (Derber,op. cit., pp. 137,;_,139)。
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解決するという一鮪があった15)。シカゴやニューヨークのかかるストライキは
UGWAの指導部と下部との亀裂を深め，それは逆に後者の反幹部的な動きを
促した。たとえば1913年 UGWA大会では反主流派の仕立師代表の排除がお
こなわれ， これに抗議する同情派（シカゴのローゼンブルーム派）は， 排除され
た仕立師代表の票をも集めてリッカート大会議長に不信任決議をつきつけた
が，リッカートはこれを認めず，結局仕立師代表たちは退場して別大会を開
き，これを UGWAの正規の大会であると宣言した。両派の正統性争いは名
称• 財産をめぐる法廷争いにまで発展したが，遂に脱退派は1914年暮にアメリ
カ合同衣服労働者組合 (theAmalgamated Clothing Workers of America, 以下
ACWAと略す）として正式に独立した。以後ACWAは急速な成長を遂げる 16)0 
かくして「組合承認を基礎とする産業管理の新時代が成立した」わけだが，こ
れにかんしてパールマンとタフトはいう。すなわち新時代の先駆者はILGWU
だが，やがて ACWAがこれを凌いだ。 というのも ILGWUは異質の職種を
抱え，また組合員の大部分がニューヨーク（ユニオニズムと遊離したイデオロギー
が太西洋を越えて流入する）に集中するという状況が存したのにたいし， ACWA
は常にシカゴ（ハート・シャフナーーマークス社）に根城を置きえたからである。
ただし両組合とも 「ニューヨークのイースト・サイドの労働運動の理想主義
的伝統の忠実な継承者」であり， またイディッシュ語 (Yiddish)の社会主義
紙「フォルベルツ』 (Vorwlirts)の果した役割も無視できない17)。なおACWA
についていえば， その指導者シドニー・ヒルマンは， 「権力意志」 ("willto 
power")の乏しいユダヤ人雇主にたいし相応の理解と配慮を示しながらも「ジ
ョッブにおける財産権」を協約として樹立し（そのなかにロシア革命の伝統が織り
こまれている），企業再建への協力をつうじて「ジョップ維持」政策をとり， ま
たときにはコスト切り下げや需要喚起のために組合の制限的慣行をあえて廃
15) Perlman and Taft, op. cit., pp. 310~311. 
16) Ibid., pp. 3H~312, 313. 
17) Ibid., p. 317. 
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し，男子服産業に「アメリカ的」賃金と「市民」的地位以上のものを与えたと
いう。 これまさに（とくにユダヤ人雇主の性格づけのごときは）パールマンの思想
的表現というべきであって，プロディも同様の指摘をする18)。
だが産業管理の新時代だというのに，ロスアンジェルスでは1910年にマクナ
マラ事件が発生している。事件は， 従来から全国建設業者協会 (NEA)と国
際橋梁構造用鉄材労働者組合 (IABSIW)とが険悪な関係にあり（ただし暴力の
発生を組合と結びつけることはできない）， 同年 6月よりロスアンジェルス商工協
会と金属産業の始めたオープン・ショップ運動が構造用鉄材労働者のストライ
キを招くという状況のなかで， 10月ロスアンジェルス・タイムズ社屋が爆破さ
れ（死者20,負傷者17),翌年4月に IABSIWのJ. JおよびJ・B・マクナマ
ラ兄弟が容疑者として逮捕されて遂に犯行を自白した（絞首刑をのがれるための
取引として自白を説得されたため）というものである 19)。だがこの事件にたいする
パールマンとタフトの評価は冷静であって，この自白がAFLの戦闘性を終息
せしめたとの解釈（たとえばJレイス・アダミック）にたいしては，①その後の1913
年石炭ストライキ（ウエスト・バージニアとコロラド）の発生の意義，R傘下組合
の闘争にたいするAFLの統制権の欠如という限界，⑧暴力は特殊な状況下の
多くの要因の結果にすぎない事実をば無視するものとして，批判的である。い
いかえれば， この事件でうけた組織労働者の傷は「回復不能なもの」でなく
（その後AFLは議会工作にも成功を収め，またメンバー数も増加した）， 事実に照ら
してもマクナマラ事件は「アメリカ労働史上の転換点」ではなかったというの
18) Ibid., pp. 313~314. なおパー ルマンは， 産業別組合主義をその担い手の如何（不熟
練層か中間層か上層か）によって 3種に区分したが，衣服産業の組合は中間層の産別
主義の最上の例だという。それはアメリカの「新組合主義」 ("newunionism")の先
駆者だとされる。それはともあれ衣服産業の例は，移民の組織化は産別主義によって
こそ可能なことをしめす (SeligPerlmen, A History of Trade Unionism in the 
United States, New York: Kelley, 1950, pp. 219~220, 221)。なお DavidBrody, 
"Philip Taft: Labor Scholar", Labor History, Winter 1978, Vol. 19, Nr. 1, 
pp. 17~18. 
19) Perlman and Taft, op. cit., pp. 320~323. 
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である20)。
だが1913年の石炭争議は， AFLの戦闘性の終息を否定する証拠たりえて
も，石炭産業の産業管理にとっては脅威であった。脅威といえば，ウェスト・
バージニア（依然として末組織）自体が猥青炭産業の産業管理にとって脅威であ
った。ここでは良好な自然的（採炭しやすい丘陵地形の良質の厚い炭層）かつ市場
的（五大湖に接近）条件の故に，統一炭鉱労働者組合 (UMW)はこの地を組織
化の拠点として狙い，使用者はあらゆる手段をもってそれに対抗するという状
況が，長らく続いた21)。すでに1885年に組合組織化の動きがあり，その後数回
にわたってストライキが試みられたが，いずれも成功しなかった。だがUMW
はその組織化の決意をかえず， 1912年には当時この州の唯一の組織拠点だった
カナワ (Kanawha)淡谷のケビン・クリーク (CabinCreek)地区において，賃
上げと組合の完全承認を求めるストライキに突入した。
このストライキは翌1913年にまで及んだ激烈なもので，その経過は以下のよ
うである。すなわち，会社による罷業者の社宅よりの追放→組合によるテント
村 (tentcolony)の建設→会社ガードと罷業者との衝突→州国防軍の出動と戒
厳令の布告→知事仲裁→経営側の拒否（組合は受諾）→逮捕された罷業者の軍事
裁判と有罪判決（禁錮刑）→会社による労働者輸入→チェサビーク＝オハイオ鉄
道の特別列車上からの会社側による罷業者テント村の機関銃射撃（死傷者2名）
→報復を企てる炭鉱夫と会社の武装ガードとの銃撃戦→州兵の出動と多数の逮
捕→ペイント・クリーク地区における紛争の解決（ただしUMWの全般的妥協提
案は拒否される）→連邦上院調査委員会による争議中の軍事裁判および会社の武
装ガードの行動にたいする批判→知事仲裁（①団結権の承認，③9時間労働制，③
非会社売店より購入する権利，④賃金の半月払，⑥組合員差別の禁止）→労使の仲裁受
諾，といった経過である22)。ストライキは 1913年4月中止されたが， それは
20) Ibid., pp. 324~325. 
21) Ibid., p. 326. 
22) Ibid., pp. 330~335. 
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「組合にとっての部分的勝利」にすぎず，ウエスト・バージニア州は依然とし
て「炭鉱夫の産業管理の心臓に突きつけられた銃」であったという23)。
いまひとつの炭鉱夫の戦線はコロラドである。 UMWがコロラドに最初の組
織をつくったのは1900年だが，その後のUMWの活動ははかばかしくない。 U
MWのエネルギーは1913年~14年のストライキで爆発した感がする。ストライ
キの経過はつぎのようである。 UMWの要求'(10彩の賃上げ，組合承認，鉱山諸法
規の遵守等）提出→ストライキ→会社による罷業者追放とガードの雇入れ→組
合テント村の誕生→労使の衝突→会社側装甲車の発砲（死者発生）→州国防軍の
出動→州労働総同盟調査委員会による「国防軍兵士の多くはかつて鉱山ガード
として雇われた経験がある」との報告→鉱夫と軍隊とのトラプル発生 (1914年
4月）→州兵によるラドロウ (Ludlow)のテント村の機関銃射撃と焼き払い→
婦人2名と子供1名の死亡→罷業者によるエンパイヤー鉱山の破壊とウォルセ
ン＝マクナレイ鉱山にたいする攻撃→大統領命令による連邦軍隊のコロラド出
動→大統領による調停→組合側の受諾と使用者側の拒否→1914年12月ストライ
キ中止24)。結局のところこのストライキは成功しなかった。
かかる漉青炭戦線に比較すると，無煙炭戦線の状況ははるかに良好であっ
た。 1912年ストライキは， 1902年ストライキ以後の組合活動の停滞を破ったも
のであり， 20彩賃上げ，組合の完全承認，チェック・オフ，苦情制度の改善等
を要求して18万人が参加したものである。ストライキ 1カ月にして組合要求の
多くは認められたが (10彩賃上げ，スライディング・スケールの廃止，組合の大幅承
認，仲裁機構の改革など），組合の生存闘争の基礎をなすチェック・オフ要求は
認められなかった25)。その後UMWは順調な組織の進展ぶりをしめすが，この
ことは，世界大戦による移民流入の杜絶が好影響をおよぽしたことを意味する
とともに，事情がかわれば東南ヨーロッパからの移民もまた「ユニオニズムの
23) Ibid., p. 335. 
24) Ibid., pp. 336~340. 
25) Ibid., pp. 341-:-342. ，?
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ための頼りうべき素材」たることを証明したものだという 26)。
いずれにせよ以上のように，瀧青炭産業に加えて衣服産業にも労使の相互承
認による産業管理 (industrialgovernment)が定着したわけだが，「そのメダル
の裏には福祉資本主義 ("welfarecapitalism")と会社組合 (companyunion)の
始まりがあり」，とく．に会社組合主義のごときは，たとえその後の活発化が第
1次大戦時の戦時労働委員会 (WLB)のもたらした衝動の結果だったとして
も，その雛型は，コロラドの石炭ストライキおよびフィラデルフィアとニュー
ヨークの路面電車ストライキより生れたものだという27)。フィラデルフィアの
場合とは， 全米合同路面電鉄従業員組合 (AASEREA)のフィラデルフィア急
行運輸会社にたいする1910年の協約改訂交渉がこじれてストライキにいたり，
遂に会社が倒産したところでトーマス・ミッテンなる人物に企業再建が託さ
れ，そこでミッテンが独自の再建案を提示したことをしめす28)。それは，①従
業員の賃金・年金・死亡手当に充当するため旅客運賃総収入の22%を別途計上
する，②労使同数の協同委員会にて従業員の賃金その他の改善をはかる，③4
段階の苦情処理機構をつくる，④労使拠出による厚生協同組合を設ける，とい
う内容のものであった29)。なお AASEREAは，会社が組合承認の条件として
提起した従業員の 3分の 2の支持を問う秘密投票において， 2回にわたって
敗れた (1911年11月と1913年7月）30) 0 
ニューヨークの場合は少しく異なる。 1916年ウィンチェスター電鉄にたいす
るAASEREAのストライキが他社に拡大しはじめたため， インタボロ急行
運輸会社は争議波及をおそれて賃上げを声明し，これが契機となって結局争議
中の各社労使間に組合加入と苦情処理制度を認める協定が結ばれ，罷業者は復
26) Ibid., p. 342. 
27) Ibid., p. 343. 
28) Ibid., pp. 344~346. 
29) Ibid., p. 346. 
30) Ibid., p. 347. 
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職した31)。だがほどなくニューヨーク鉄道による組合活動家25名の解雇（会社
側の25名復職の条件は会社組合に反対しないことにあった）があり， またインタボロ
急行による組合組織化阻止のための個別雇用契約制 (2年契約）の導入がおこ
なわれたため，ニューヨークはふたたび大なる労働不安に落ちいった。戦術委
員会は大方の反対を押しきってゼネラル・ストライキを命じたが，これに応ず
る組合は少なく 32), またストライキ終了後地下鉄駅の爆破騒ぎがあって逮捕さ
れた容疑者（組合員）が有罪判決をうけるという事態もあって，遂にAASEREA
は敗北を認めた。一方ストライキ発生とともに結成 (8月）された会社組合た
るインタボロ急行運輸会社従業員友愛会 (BIRTCE)は， その後恒常的な存在
となった33)。
最後に前記のコロラド石炭争議 (1913年）の結果生れたコロラド燃料製鉄会
社のロックフェラー従業員代表選出制度 (theRockefeller Employee Represen-
tation Plan)があげられる。それは， 同社の労使関係を管理するためマッケン
ジー・キング（のちのカナダ首相）の案出したもので， 各鉱山キャンプの福利施
設（クラブ室，浴室，薬局），従業員代表と会社との協議（年3回以上）， 各種委員
会の設置（安全・衛生・ 住宅・レクリエーション・教育にかんする）， 労使代表によ
る苦情処理（最終的にはコロラド産業委員会による仲裁），従業員の集会および団体
加入の権利の承認をその内容とするものであった。なおこの制度は， 同社が
1933年にUMWを承認するまで存続したという 34)0 
31) Ibid., pp. 348~349. 
32)ゴンパーズは現場にきて公式に同情ストライキヘの反対を表明したし，ストライキ可
否投票の結果は， 176,000対288,000で否が多数を占めていたのである(Ibid.,p. 351)。
33) Ibid., p. 351. 
34) Ibid., pp. 351~352: なおロックフェラー・プランについては， StuartD. Brandes, 
American Welfare Capitalism, 1880~1940, Chicago: The University of 
Chicago Press, 1976, pp. 123~126. このプランの中心哲学をプランデスは「産業独
裁と組合承認との妥協」とみるが，その通りであろう。
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2. 組合構造の変貌
以上のように猥青炭産業に加えて衣服産業にも「新時代の産業管理」が展開・
されたわけだが，この両産業の組合運動は産業別の型に属するものであった。
職種別ないし職能別の枠を超えようとする組合運動の動きは，もちろん他の産
業にもみられる。ここに職種別原理にもとづく AFLの直面すべき構造上の問
題があったといえるが，注目すべきは， AFLが傘下組織の動きにたいして公
式には格別の統制権限をもたなかった点にある。
パールマンとタフトはこれに関連してつぎのようにいう。すなわちAFLの
機構は連邦憲法採択前のアメリカ植民地同盟 (theConfederation)に似ており，
その神聖なる合言葉は全国ないし国際組合を単位とする「職種自治」 ("craft
autonomy")であり 35), したがってAFLの統制はもっぱら説得 (persuation)
であり，除名やチャーター剥奪のごときは，競合組織を防止するという最終的
な「目に見えない」 (invisible)機能を営むものにすぎない36)。そのかぎりAF
Lは，「それ自体の機構上の危機を生みださないならば職種別組合主義からの
逸脱に反対したことはなく」，逆に「産業の構造変化におくれないよう機構修
正を促してきた」37)というのである。 ｀ 
後年の1934年AFL大会は，識種別組合原理を再確認しながらも，大量生産
産業内部の若干の職種にたいする管轄権を折から登場してきた産業別組合に附
与したどいう意味で，前記の機構修正（近代化）のよき例をしめす。、かかる修
正はもちろん凝集 (agglomeration)傾向の反映だが，それが逆に分裂をもたら
した例（印刷）もある。印刷産業では，当初「印刷工組合」 (Typo_graphicalUnion) 
に加盟していた印刷工，製本工，ステロ版および電気製版エ，写真製版エがそ
れぞれに分裂し，戦略的に優位をしめる少数派クラフトと数的に優位をしめる
35) Ibid., p. 353. 
36) Ibid., ・p. 354. 
37)乃id.,p. 355. 
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多数派クラフトとがそれぞれ自己の利益を主張したため，産業別原理の適用は
「クラフト境界の明白なる産業」では限界のあることがわかったといえる38)0 
かかる同一産業内のクラフト別分裂は，産業別組織化の名のもとにおこなわれ
た隣接の「帝国主義的」クラフトの侵略にたいして防衛に成功したクラフトの
闘争の「古典的例」 (1902年の海員と沖仲仕との争い）にもみられるという。 この
例では，国際沖仲仕組合 (ILA)が国際海員組合 (ISU)の管轄下の一部の
海上勤務者（火夫，注油係，給水係）を組織せんとして後者のアンドリュー・フ
ュルセスがこれに強く反対し，再度のAFLの仲裁と最終的なゴンパーズの調
停によってやっと両組合が和解している39)0 
だが以上のような事例はむしろ少数であって，実際にはさまざまな過程をヘ
て職種間の合同がおこなわれる。パールマンとタフトはかかる過程において生
ずる合同上の諸問題を，建築，鉄道，醸造の 3産業についてつぎのように論ず
る。
〔1〕建築産業の場合。職種間合同が強者による弱者の吸収の形をとるときに
は正義は存在せず，また強制力をもたないAFLに弱者を助ける力はないか
ら，結果的にはAFLが弱者に運命の甘受を説くこととなる。かかる侵略的合
同の手続をAFLが究局的に合法化した例が建築産業であって，ここではAF
Lは，合同大工組合 (ASC)と全米合同木工国際組合 (AWWIUA)にたいす
る合同大工指物師友愛組合 (UBCJ)の支配を認め， その裁定にしたがわぬ A
SCのチャーターを取り消したのである (1912年）40) 0 
〔2)鉄道産業の場合。建築の場合とは逆にAFLが弱者（傘下の組合）に強
者（外部の組合）との合同を強制したのが，鉄道の場合である。すなわちAFL
傘下の国際鉄道乗務員組合 (IACW)が弱体なのにたいし，外部の強力な鉄道
乗務員友愛組合 (BRC)はIACWの否定を条件にAFL加盟を仄かしていた
38) Ibid., pp. 356~357. 
39) Ibid., pp. 357~358. 
40) Ibid., pp. 358, ~359~360. 
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が，かかる状況を察して IACWがAFLのBRCへのチャーター附与を妨害
しようとしたところ，逆にAFLはIACWのチャーターを取り消し， BRC 
を正規の組合としたというものである (1910年）41)。
(3)醸造産業の場合。建築や鉄道の事例がどちらかといえばAFL内部の便
宜上の調整の問題であったのにたいし，醸造の場合には原理上の問題として産
業別組合主義が提起されたのであって， AFLが原理上譲歩したのは「最後の
ドタン場においてのみ」である42)。AFL内にはすでに，産別主義を唱えて醸
造労働者以外にトラック運転手，桶職，機関夫，火夫等を組織する合衆国合同
醸造労働者全国組合 (NUUBWUS)があり，このため運転手，桶職， 機関夫お
よび火夫の諸組合と前記醸造労働者組合との間に縄張り争いが絶えず，そこで
1906年AFLはNUUBWUSにたいして醸造労働者以外の職種にたいする管
轄権の放棄を命じたが無視されたため， 1907年AFLは遂に NUUBWUSの
チャーターを取り消した。だがAFLはこの取り消しにたいする批判に抗しえ
ず，翌年にはふたたびNUUBWUSのチャーターを回復したというのだから，
善＜善くの事情があったというべきであろう43)。
上記の情勢を反映して1912年~13年は， AFL内における産業別論者と職種
別論者との対立が際だっている。背景的事実としては東部の繊維地域における
産業別組織 (IWW)の活動の華々しさと対照的な職種別志向組織（全米合同繊
維労働者組合 UTWA)の低調ぶりと，一部国際組合（機械工，炭鉱夫，仕立師）に
おける幹部交代（保守派から社会主義者へ）とがあり， 1912年AFL大会では組
合機構論議が闘わされたが， 執行部は職種自治原則（クラフト・オートノミー）
は職種間合同を妨げるものではないと主張し，終局は炭鉱夫提出の産別化決議
案は敗れた44)。職種別原則こそが「もっとも安全」であり，組織原則の革命は
41) Ibid., pp. 360, 361. 
42) Ibid., p. 362. 
43) Ibid., p. 363. ここにみられるようにビール産業の縄張り争いは長期の故にュニーク
だとクフトはいう (PhilipTaft, AFL in t加 Timeof Gompers, New York: 
Harper & Brothers, 1957, p. 192)。
44) Perlman and Taft, op. cit., p. 364. 
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「二重組合主義と混沌」を招くとするゴンパーズの信念は変らなかったわけで
ある。ただしパールマンとタフトは，産別論者の批判がAFLの「転換」 (volte-
face)ならぬ「静かなる対抗的改革」 (asilent "counter-reformation") =事実上
の組合機構改革（産別主義）を促したことを指摘する45)0 • 
かかるAFLの事実上の産別主義の具体的表現はいうまでもなく AFLの
「部」組織 (Department)であって， それはこの時期には建築，鉄道，金属
（以上1908年），鉱山 (1912年）に設置されている。建築の場合についていえば，
技術変化にともなう基本的職種間の縄張りの調整の必要から構造建築労働同盟
(SBTA-1905年）が設立されたが， AFLはこれを当初は競合組織とみたもの
の，やがて建築労働部(theBuilding Trades Departmerit)を設置して SBTA
の目的をひきつぎ，両者 (BTDとSBTA)を合同せしめたという経過が存す
る46)。これにたいして鉄道労働部 (theRailway Employes'Department)は「雇
主にたいする統一戦線を提供する必要」から生れたという 47)。だが設立当初の
REDは「みずからを教育・立法的諸活動に限定した」のであって48), 労働側
（車庫や修理工場の工作関係職種 shopcrafts)が統一戦線を形成するのは， 1910年
後に路線系統別に労働連合が多く組織され，翌年のストライキ（ハリマン系統と
イリノイ・セントラル鉄道）をつうじ「実効なきREDの代替物として」かかる労
働連合の連合体「鉄道労働連合同盟」 (FFRE)が結成されてからである49)。 R 
45) Ibid., p. 365. なお産別主義を促した縄張り争いの原因について序でながら一言すれ
ば，それは単純ではない。フォーナーはそれを ①職種間の技術の類似性，R競争的
労働集団の登場を許す産業技術の変化，⑧代替的生産物の新登場，④同一職種の政治
的・社会的・地理的分裂，⑥組合リーダーの野心，⑥以上の結果としての組合構造の
相違に求めるが，無難な指摘であろう (Philip S. Foner, History of the Labor 
Movement切珈珈tedStates, Vol. IlI, New York: International Publishers, 
1964, p. 204, footnote)。
46) Perlman and Taft, op. cit., pp. 367~368. 
47) Ibid., p. 368. 
48) Ibid., p. 369. 
49) Ibid., pp. 371~372. 
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EDとFFREとは競合関係に立ったが，両者の構成組合が同一だったことか
ら，両者の合体が成った。かくしてREDは折から続行中のストライキの当事
者となったが，それが「列車乗務員の友愛組合をのぞく全鉄道労働者の争いの
余地なき団体交渉機関」となったのは，さらに 6年後だったという 50)。
要するにAFLの「部」組織は縄張り調整と同情ストライキの「科学化」に
よる職種間の戦線統一のためのもので，これをしもパールマンとタフトは「職
能的産業別主義」 ("craftindustrialism")とよぶが51l, これはすでにパールマ
ンがコモンズ『労働史』（第2巻）末尾で論じているところでもある。そしてパ
ールマンとタフトは， AFL産別主義は「抽象的原理ではなくて現実の事態の
命ずる調整」であることを強調し，・ 25年後のニュー・ディール時代のAFLに
よる産別主義の助長すら「原理転換ではなくて現実の事態における不可避的動
き」だというのである52)。
3. 組合行動様式の変貌
組合の変貌は構造のみならず行動様式にもみられ（交渉主義から闘争主義へ），
その変化はとくに第 1次大戦時に顕著である。パールマンとタフトは，かかる
例として鉄道と IWW活動（西部における）をとりあげる。
まず鉄道の場合。闘争経過はつぎのようである。1888年バーリントン＝クィン
シィ鉄道ストライキ→機関士・火夫・車掌・制動手の好遇とその労働貴族化→
50) Ibid., p. 373. Perlman, op. cit., p. 185. 
51) Perlman and Taft, op. cit., p. 365. AF Lの「部」にかんする当時の代表的な研
究も，それを「全労働分野ではなくて個々の産業分野におけるAFLの縮小版にすぎ
ない」とし，かつ「職種別ないしトレード・ユニオニズムの信奉者が組合員大衆内外
の批判者と闘ってきた1方法」であるとして， 「部」を産業別組合主義への諸傾向と
みることに反対している (A.T. Helbing, The Departments of the American 
Federation of Labor, Baltimore: The Johns Hopkins Press, 1931, pp. 124, 134)。
この主張はパールマンークフト解釈とおなじであるだけでなく， かれらの "craft
industrialism"という言葉の紛らしさすらもない。
52) Perlman and Taft, op. cit., p. 373. 
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1892年の鉄道サービスから電信にいたる垂直的労働統ープラン (Cedar.Rapids 
Plan)の推進と 8年後のその失敗→1898年エルドマン法（争議の調停・仲裁）の
制定→車掌・制動手の連合体と鉄道各社との統一交渉の進展（西部では1902年と
07年，東部では191碑e.)→1910年西部における機関士の統一的賃金要求→1912年
東部における機関士の統一的賃金要求（仲裁々定にたいする労働側の失望，仲裁者
たるウィスコンシン大学総長バン・ハイゼ VanHise氏の強制仲裁論にたいする労働側
の反発）→1912年火夫の東部各社への要求（失望的な仲裁々定）→1913年西部にお
ける機関士・火夫の統一賃金要求とストライキ（大統領と鉄道労使の協議による仲
裁委員会の設定とその失望的裁定）→1916年鉄道友愛諸組合 (4組合）の統一的 8時
間要求→大統領による調整の不調と 8時間ストライキの危機→ストライキ回避
のための大統領アッビールによる 8時間法（アダムソ冴去）の議会通過→翌年初
め8時間法にたいする法廷差止命令→組合のスドライキ声明→鉄道側の 8時間
制承認→アダムソン法合憲判決 (1917年3月）53) 0 
以上でみるかぎり鉄道労働者の戦闘化は否定できまい。 8時間制の確立はま
さにその成果ではあった。だがかかる戦闘性（とくにアメリカの参戦直前の）が
「組合労働者による権力の濫用」と映じ，大戦後のオープン・ショップ運動の
素地をつくりだしたことは容易に想像しうるところであって，パールマンとク
フトもその旨指摘している54)~
ついで IWWの場合。 IWWはつねに戦闘的であったといってよく， 1914年
不況で東部の不熟練層の反抗力樟終息すると，それまで東部に戦線を拡大してい
たIWWは，戦線を縮小してふたたび西部に舞い戻った。その後の IWWの活
動はつぎのようである。
'(1)農業労働者について。西部の移動労働者 (migrantl=ibor)を対象とせる移
動労働者ビューロー (BMW)の設置→1915年農業労働者機関 (AWO)の結成
→一般組織委員会 (GOC)の選出→組織化の進展 (191綺司0月のIWW-AWO
53) lb辺.,pp. 374~385. 
54) Ibid., p. 385. 
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メンバー数は18,000)55'→いまやAWOはRWWの「財政的主柱」となる→ ・「西部
の移動労働者のチャンビオン」としての rww→ 「農業無党派連盟」(FNPL)会
長のAWOにたいする収穫期労働条件の協約化の提案→そのための交渉 (1917
年6月）→反 rww的かつ反 FNPL的「戦時ヒステリー」により交渉不調56)。
(2)木材労働者について。 1916年8月 RWW系の木材労働者組合 (LWU)第
・500支部のワシントン州エベレットにおける組織化運動→活動家の逮捕→11月
rwwと自警団との武力衝突→双方に死傷者→ RWWメンバーの逮捕と裁判→
シアトル労働評議会とワシントン州労働総同盟による支援活動→被告釈放57)0 
上記エベレット闘争は「 rwwによる北西部の木材産業組織化の闘争の血な
まぐさい始まり」とされる58)。すなわち1917年 3月スポーカンにてAWOによ
り木材労働者産業別組合 (LWIU)第500支部の結成→ 7月 1日ゼネ・スト計画
→それ以前にモンタナおよびアイダホ両州にてストライキの一般化（賃金・時
間・飯場条件について）→経営側の rww攻撃（急進主義・サボタージュ・親ドイツ主
義など）→大統領調停委員会は rwwを「手探りの連帯の絆」 とみる（経営側見
解と一致せず）→ストライキのワシントン州への波及→8月戦時生産計画挫折ヘ
の憂慮からワシントン州防衛会議 (WSCD)は企業側に労働要求への配慮を要
55) AWO加入者の多くは収穫地を渡り歩くためのパスボートを買ったにすぎないとパー
ルマンークフトはいう (Ibid.,p. 387)。ここではAWOの組織化がとくに強制的だっ
たとの記述はないが， のちのクフトの記述では， 貨物列車で移動する農業労働者に
IWW加入を求め， 拒否すれば下車させるなどの強制を加えたとされる (Taft, 
Organized Labor切.American History, p. 296 ; Taft, "IWW in the Green 
Belt", Labor History, Vol. 1. Nr. 1, Winter 1960, p. 59)。だがフォーナーはそんな
証拠はないという (PhilipS. Foner, History of the Labor Movement切theUnited 
States, Vol. II, New York: International Publishers, 1965, p. 482, footnote)。
しかしタフトはそれは自分の経験だという ("Excerps from the Interviews of 
Philip Taft by Margot Honig", Labor History, Vol. 19, Nr. 1, Winter 1978, 
p. 56)。
56) Perlman and Taft, op. cit., pp. 386~388. 
57) Ibid., pp. 390~392. 
邸） Ibid., p. 392. 
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請→競争を理由とする企業側の労働要求 (8時間制）拒否→陸軍長官および州
知事の企業にたいする類似の要請→9月闘争資金減少を理由とする IWWスト
ラィキ委員会の戦術転換＝「就労をつうじてのストライキ」 "strikeon job"方
式 (10時間内で8時間分の労働をするか，それとも 8時間分の労働をすれば作業をしな
い）の採用→10月陸軍省による連邦陸軍通信隊ブライ・ス・P・ディスク大佐の現
地派遣→同大佐の勧告による木材労使忠誠部隊 (theLoyal Legion of Loggers 
and Lumbermen)の結成→LLLL制度の各生産単位内の労使交渉（ただし8時
間要求は交渉外）→労働側の議会にたいする 8時間法制定の要求→1918年 3月以
降の北西部木材産業における 8時間制のディスク大佐による宣言59)。
なおパールマンとタフトはこの LLLLを「福祉資本主義(WelfareCapitalism) 
の擁談者」，「超企業的会社組合 (inter-companyunion)」とみ， さらに政府の
支援をえた故に「協調組合国家 ("CorporativeState")の先駆者」ともみる60)。
(3)鉱山労働者について。金属鉱山における IWWの活動は鉄鉱山と銅鉱山と
におよぶ。①鉄の場合。ミネソタ州北部のメサバ鉄鉱山における1916年 6月の
未組織ストライキ（賃上げ・時間短縮・監督の不正等にかんし）→IWWの争議指導
の受諾→鉱山の私警察と市民委員会の争議介入→ 2度の衝突による罷業者およ
び保安官代理の死亡（各1名）→罷業者の逮捕→一般労働者層の脱落→ 9月スト
ライキ中止→11月10%の賃上げ61)。②銅の場合。 1917年 5月金属鉱山労働者産
業別組合 (MMWIU)と国際採掘破砕製錬労働者組合 (IUMMSW)のアリゾナ
州ジェロームにおける賃上げストライキ→解決→ 7月同州のグロープ，クリフ
トン＝モレンシ＝メトカーフ地区，ジェロームにおける賃上げ・請負制撤廃．
組合承認・差別的解雇反対の諸争議（ジェロームでは市民委員会が IWW罷業者を
逮捕追放する）→7月同州ビスビーにおける IWWの賃金支払方法是正のストラ
ィキ→罷業者追放 (1,200人の保安官代理が IWWの疑いあるものを一斉検挙し，かれ
らが復職を拒否するやニュー・メキシコ州コロンバス近くへ貨車にて追放し，連邦政府が
59) Ibid., pp. 393~397. 
60) Ibid., pp. 397~398. 
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これを救出した）→10月大統領調停委員会による前記一連の争議の解決62)。
なお銅山ストライキはモンタナ州ビュートにもみられる。すなわち1917年 6
月金属鉱山労働者組合 (MMWU) の賃上げ•履歴カード ("rustling" card)廃止
を求めるストライキ→ビュート全山への争議波及→7月アナコンダ銅山の回答
（履歴調査中の鉱夫の暫定就労と調査合格者への恒久的な履歴保証票の交付および銅価上
昇を前提とした賃上げ）→組合による拒否→8月IWW活動家 F・H・リトルの
虐殺→9月連邦軍隊の到着とパトロール→徐々なる鉱夫の復職→12月ストライ
キ中止63)0 
要するに 1次大戦時における労働組合の変貌ぶりは以上のとおりだが，これ
と関連してパールマンとタフ・トは，労働界にとっての大戦のバランス・シー
ト64)をつぎのようにみる。労働界は前述の変貌に加えて，政府の参戦に協力す
るために反戦＝平和主義的な人民協議会に対抗して全米労働民主同盟 (the
American Alliance for Labor and Democracy) を結成したが (1917年6月），逆
に政府も労働界に多くの譲歩を与えた。すでに国防会議諮問委員のポストをゴ
ンパーズに与えただけではない。以下の職種や産業について労使紛争処理のた
めの政府の前向きの諸施策がみられる。
①軍キャンプの建設。ベイカー陸軍長官とゴンパーズとの協定 (1917年6月，
61) Ibid., pp. 388~389. 
62) Ibid., pp, 398~400この有名なビスビー追放事件について，クフトはのちにクフトな
らではの論文 (PhilipTaft, "The Bisbee Deportion", Labor History, Vol. 13, 
Nr. 1, Winter 1972)を書いたが，それが「労働争議にたいする労使の考え方の基
本的変化を象徴した」というものの，格別に新たな評価を下してはいない。
63) Perlman and Taft, op. cit., pp. 401 ~402. 
64) 「大戦時のバランス・シート」は，パールマン「組合運動史』第10章およびパールマ
ンークフト『労働史』第32章の標題である。っとにパールマンは前書第10章のなか
で，組合承認の代償として戦争協力を唱えた全国労働組合会議 (1917年3月）の態度
を「賓明な労働ステーツマンシップの真髄」を示すものとみ，かくて大戦は組織労働
者にとって「試錬」どころか「大なるチャンス」だったとしている (Perlman, op. 
cit., pp. 234, 235)。
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連邦政府と労働組合との最初の協定）により軍キャンプ建設について組合労働条件
が適用されることとなった。ただしオープン・ショップ制が前提とされたとこ
ろに問題はのこる65)0 
R造船。政府とAFLその他関係組合との協定 (1917年8月）により造船労働
調整委員会 (SLAB)が設置され，同委員会の決定 (1916年6月基準による31%の賃
上げ）は，すくなくとも大戦後のシアトル争議にいたるまで造船労使関係を安
定せしめた66)。
⑧海員。政府・太西洋沿岸船主• 海員組合間の協定 (1917年5月）により，
組合管轄下の全等級の労働者の賃金表，戦場海域を航行する場合の50%ボーナ
ス，戦時動産損失の補償が定められたが（ただし一定数の少年の乗組訓練を認める
ように組合徒弟規則を緩和することが条件）， その後（同年8月）政府は本協定を太
平洋沿岸と五大湖に拡大適用しようとした。五大湖船主側はそれによってすで
に駆逐ずみの海員組合を承認することになる点で抵抗をしめし，これにたいし
て組合はストライキ通告をもって挑戦しようとしたが，連邦海運委員会(USSB)
の介入もあって組合員を差別しないとの労使協定が 1年後 (1918年8月）にや
っと成立した67)0 
④精肉業。 1917年北米合同精肉屠殺労働者組合 (AMCBWNA)はシカゴ総同
盟の援助のもとに中西部の組織化をすすめたが，業者側は組合との交渉に応せ
ず，組合から助力を求められたAFLは陸軍長官と労働長官に圧力を加えた。こ
れをうけた連邦政府の要請で業者側は当産業の労働関係調整者 (administrator)
を置くことに同意し，その職に任ぜられたアルシューラー連邦判事の裁定(1919
年2月以後数回におよぶ）により， 8時間労働制と数次の賃金改訂がおこなわれ
ナ~68)し。
65) Perlman and Taft, op. cit., pp. 403~404. 
66) Ibid., p. 404. 
67) Ibid., pp. 404~406. 
68) Ibid., pp. 406~407. 
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⑥鉄道。 1917年12月ウィ．）レソン大統領は議会から附与された権限にもとずき
全鉄道の管理運営権をうけつぐ。翌年2月下院は鉄道接収の期間と株主への補
償を定め，また鉄道管理長官は組合員差別の禁止などの労働政策を一連の命令
として発し，さらに労使間調整のために鉄道管理局に労働部をつくった。賃金
等の紛争や管理長官命令の解釈をめぐる対立を処理するために各種委員会も設
置された。大戦の終了したとき組合側がフ゜ラム・プラン (PlumbPlan)のもと
に鉄道の政府買上げと 3者（政・労・使）管理を唱えたことはよくしられるが，
1920年議会は鉄道を民営にもどした69)0 
以上の諸産業における政府の労働政策とならんで特筆されるべきは， 1918年
3月の全国戦時労働委員会 (theNational War Labor Board, 以下WLBと略す）
の設置であろう。 AFLおよび全国産業会議.(NICB)の代表各 5名と議長をも
って構成され，戦争遂行に必要な全生産分野を統轄し，その設置期間中に1,251
件（関係企業数1,100, 労働者数711,500)を取扱ったが， WLBの団体交渉促進方
針は，労働組合の存しない労使関係に従業員代表制を促がす結果となった70)0 
パールマンとタフトがWLBは「労働者が多年その獲得のために闘ってきた原
理と方針の適用を指示されながら」， その好意的活動が「会社組合主義を促が
す結果となった」といっているのは71), この故でもある。
それはともあれ以上の時代的背景のもとに， AFL は運輸・交通・機械• 金
属・建築の諸部門でその勢力を増大せしめた（メンバー数は1916年の207万から1919
年の326万へ）。のみならず大戦後ぱその余勢を駆って有名な新時代の青写真＝
再建計画 ReconstructionProgram (団結権，アメリカ的生活水準，公益事業等の
国有，水カ・水運の政府開発，未利用地への累進課税，言論の自由，労災補償の改善，厳
格な移民制限，累進的所得•財産税，大学開発，住宅改善，労使共同管理による公的職業
紹介，反軍国主義，復員兵士の適正処遇）を唱えた。 だがパールマンとタフトは，
69) Ibid., pp. 407~408. 
70) Ibid., pp. 408~409. 
71) Ibid., p. 408. 
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この青写真は「階級闘争的文書ではなく」「合意による進歩への期待を示した」
ものであったと論じている72)。当然の主張ではあろう。
最後に大戦時における急進勢力の動きにふれておかねばならない。すでにふ
れた北西部の木材および南西部の銅山における IWW争議にたいする政府の介
入が，その「一大消費者としての経済力という武器をもつ仲裁者」としての政
府の立場によったとすれば，以下は，国内における愛国的感情の急進勢カ一掃
＝オープン・ショップ化のための利用の動きをしめす73)0 
(1)ムーニー事件。事件の背景と経過はつぎのとおりである。 1916年 6月サン
フランシスコの港湾ストライキ→市交通機関への争議波及の恐れ→トーマス・
J・ムーニー（路面電鉄従業員組合長ウィリャム ・D・マホンの了解と援助のもとに同
市のユーナイティド鉄道の組織化を計画中）による争議指導→同年 7月サンフラン
シスコの軍備拡充バレードにたいする投爆事件（死者8人，負傷者40人）→ウォ
レン ・K・ビリングスとムーニー夫妻他の逮捕→ムーニーの死刑およびビリン
グスの終身刑宣告→証人偽証の疑いによる検事総長の州最高裁判所にたいする
事件差戻し請求→被告の有罪を疑問とする大統領委員会の調査報告 (1918年1
月）→州および連邦最高裁によるムーニーの下級審判決の支持（同年3月および
1月）→大統領の懇請による州知事の減刑措置（死刑より終身刑へ）74)。パールマ
ンとタフトによれば， この事件は「オープン・ショップ勢力の勝利のシンボ
ル」，「アメリカ参戦後の急進労働運動抑圧の全国的動きの地方的前触れ」であ
るという 75)。
72) Ibid., p. 411. パールマン個人の主張はもっと明白で， この戦後再建計画はイギリス
労働者の社会的急進主義と対照的なAFLの漸進主義をしめすという。すなわち英労
働党の『労働と新社会秩序」が政府による産業管理の立法プログラムだったのにたい
し，アメリカのそれは労働組合によって実現されるものであり，ノ「団結権」の保障を
第1に掲げたのもそのためである。団結権という間接の贈物こそ 8時間法のごとき政
府の庫接の贈物より有難いという (Perlman,op. cit., pp. 242~244)。
73) Perlman and Taft, op. cit., p. 412. 
74) Ibid., pp. 412~417. 
75) Ibid., p. 417. 
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(2)IWWの一斉手入れ。ウィルソン大統領の命による最高裁判事カビントン
の IWW活動調査→1917年 9月 IWWの全国的一斉手入れ→防諜法違反による
IWWメンバー166人の起訴→ヘイウッドを含む多数の逮捕→同年11月から翌
年にかけてカンサス，オクラホマ，アイダホ，ワシントンの諸州およびシカゴ
での IWWメンバーの逮捕→1918年 4月シカゴにおける逮捕者の裁判（罪状は
①防諜法・徴兵法等の妨害の共謀，R軍需品を供給する市民に危害を加える共謀，③徴兵
拒否ないし軍隊脱走の教唆の共謀，④陸海軍内に不服従と不忠誠を惹起せしめようとの共
謀，⑥郵便による宣伝をつうじての労使離反の共謀）→8月①～④の罪状につき有罪
判決（刑期は最高20年から最低1年にわたる）76)。審理の過程では被告個人のみな
らず IWWも裁かれたのであって，「政府は指導者逮捕の IWWにおよぽす影
響を正しく計算していた」という 77)0 • 
(3)社会党の場合。社会党の内紛と政府の介入とが重なって事態は複雑だが，
つぎのょうな経過をたどる。 ;918年 6月セントルイスにて党大会→党の 3派分
裂（①アメリ、力の参戦を犯罪行為とし徴兵・検閲に反対するヒルキット派，③ヒルキッ
ト派と立場は変らないが表現の異なるルイス・ボーディン派，⑧徴兵や言論統制には反対
するが戦争は既成事実として認めるジョン・スパーゴ派）→党の一般投票によるヒル
キット案支持と戦争支持派の脱党→一般市民の反社会党的反応→政府の社会党
への報復（指導者の逮捕・起訴・有罪判決，集会の解散等）→ロシア革命の影響によ
る党の内紛（革命的左翼支部の権利停止と同派の党執行委員の閉めだし）→党左派の
全国会議とその一部のものによる共産党 (CP)結成への動き→1919年 8月社
会党大会→権利停止中の左翼支部代表の警察力による党大会よりの排除→党左
派の共産労働党 (CLP)結成→CPのCLPとの統一にたいす・る反対→政府の
追及によるCPとCLPの地下潜入→1920年1月急進派・コムニストの一斉手
入れ→コミンテルンの命によるCPとCLP呪合同→統←共産党 (UCP)の
誕生→社会党の勢力減少 (1920年の党員数は戦時の4分の1)78)。いまや社会党は
76) Ibid., pp. 417~420. 
77)翫d.,pp. 420, 421. 
18) Ibid., pp. 421~425. 
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進歩的政治活動会議 (CPPA)の一部となり， 「アメリカ労働党となることを夢
みつつあった」という79)。
ところでコムニスト・急進派の大戦後の動きはどうか。地下活動に倦きたコ
ムニストは1921年12月合法政党として労働者党 (WP)を結成し， ミシガン州
プリッジマン郊外の森で将来の活動を議するための秘密大会を開いだが，大会
は官憲に察知されて逮捕者をだした。かくして合法活動を期待された労働者党
も3派に分裂する有様で（①農民労働諸政党の支配をめざすルーテンバーグ派，②労
働組合の支配を政治的企図よりも優先させるW・Z・・フォスター派，⑧理論的純粋さを求め
るが反浪漫的なL。ロアー派），遂に1925年コミンテルンがこれに介入してロアー
を追放せしめた。コミンテルンの線に近かったのはルーテンバーグ派だが，そ
の後はフォスター派の党支配努力が続くことになる80)0 
急進派 (IWW)については，戦後軟化した世論が流血事件でふたたび悪化
した。すなわち1919年の休戦記念日にワシントン州の木材都市セントラリアで
おこなわれた退役軍人のパレードがIWWホールに突入し， _IWW側の発砲で
退役軍人側に死傷者をだし，激昂した暴徒がIWWホールを破壊したため，多
数の逮捕者をだしたというものである。 この事件（結局IWW被告は有罪となっ
た）以外にも浮浪罪・犯罪的サンジカリズム等を理由とする IWWメンバーの
逮捕・起訴がつづき，とくに1922年~23年のカリフォルニア州におけるかれら
の大量起訴は注目に値する。 IWW指導の水道 (1922年）および港湾 (1923年）
ストラィキがその発端であるが，起訴理由は，同州の犯罪的サンジカリズム法
(1919年）およびIWWメンバーたることを禁ずる差止命令への違反にあった。
それはともあれ参戦後の 7年間 (1917年~24年）に IWWは指導者を奪われ，ま
た新たな指導者は組織的センスを欠き（たとえば従来の地方組織の財政的独自性を
否定して財政を一本化し，本部役員の任期は最高1年とした）i・IWWの指導力は低下
79) Ibid., p. 425. 
80) Ibid., pp .426~427. 
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するままに，遂に1924年IWWは分裂してしまったBil。分裂の原因は，①特赦
を受けるか受けないかで獄中の IWWメンバーが対立したこと，③特赦拒否派
の1人が釈放後に特赦派の IWW中央幹部にたいする反対運動をおこなったこ
と，にあるとされる82)。
パールマンとタフトによれば，過去の解釈は IWWの衰退原因をコムニズム
の台頭とその戦後状況への適応の失敗とに求めるが，・むしろその原因を「それ
自体戦時感情と不純な雇主宣伝の惹起せる社会の敵意増大の一部である投獄に
よって IWWの指導性を組織的に除去せしめたこと」に求めるほうが，説明と
して「よりもっともらしい」という83)。このパールマン＝タフト解釈は，いい
かえれば「驚くべきは IWWの衰退ではなく，それが苛酷の7年を砕け散るこ
となく生きのびえたことである」ということになろう84)。いかにも IWWを知
るタフトらしい好意的な解釈というべきである。
vr. 大戦後の戦闘性とビジネスの神格化
1. 戦後の戦闘性
戦時中の自己抑制から解放されると，労働運動は当然にその反動としてエモ
ーショナリズムに傾く。その説明としてバールマンとタフトは，①生計費と賃
金との乖離，R戦時の期待に反する戦後の政府・使用者の労働者にたいする態
度，⑧新たな組合員にみられる古参組合員的な「理性的反抗」の訓練の欠如を
あげる85)。休戦自体は望ましいことだが，組合的観点からすれば大戦の長期化
が「まったく不都合なことだったわけではない」との逆説も86), ここからでて
81) Ibid., pp. 427 ~431. 
82) Ibid., pp. 431 ~432. 
83), 84) Ibid., p. 432. 
85) Ibid., p. 435. 
86) Perlman, op. cit., p. 245. というのも反組合の牙城たる鉄鋼以外の主要産業（石炭，
鉄道その他）はすでに組織化されていたからである。
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くることになる。
戦後ストライキの続発状況はつぎのとおりである。 (1)衣服の場合。休戦成立
4日後のニューヨーク衣服エストライキ（週44時間制と15彩の賃上げを要求）→13 
週後に組合の勝利（この間シカゴのハート・シャフナーーマークス社の44時間制承認）
→ 44時間制の全国協定の成立87)。(2)港湾の場合。鉄道管理局および民間船主に
よる戦時労働委員会 (WLB)の8時間・賃上げ裁定の拒否→ニューヨーク港
湾ストライキ (1919年1月）→大統領のアッビールによる労働者の一時復職→新
裁定 (3月）への不満によるストライキの再発→鉄道管理局地方長官の労働要
求の承認→罷業者の半数復職→民間船主の10時間・賃上げ承認→争議解決。な
おこの争議では従来バラバラだった職種間の共闘組織（海上労働者同盟MWF)
の確立が注目される88)。(3)繊維の場合。 1918年11月ニュー・イングランドにお
ける全米統一繊維労働者組合 (UTWA)の翌年 2月以降の 8時間要求→基準8
時間制（基準外労働への手当支給）の会社側回答→これを不満とする地域のストラ
ィキ（マサチュセッツ州ローレンスのゼネ・スト，ニュー・ジャージー州パターソンの
30分遅刻戦術）→10週後に勝利89)0 
(4)造船の場合。 1919年初の造船労働調整委員会 (SLAB) の賃金裁定（太平洋
•太西洋両沿岸の統一賃金の設定，従来の西部沿岸優位の伝統の無視）→シアトル金属
労働評議会のストライキ（同年1月）→シアトル中央労働評議会の介入とゼネ・
スト委員会の設置およびそれへの権限移譲→2月ゼネ・スト (6万人参加）→ 3
日目にして中央評議会執行委員会によるゼネ・スト委員会へのストライキ中止
勧告90)。ただしゼネ・ストは市民の最低限の必要にたいする配慮をするなど統
87) Perlman and Taft, op. cit., pp. 435~436. 
88) Ibid., p . 437. 
89) Ibid., pp. 437~439. 
90) Ibid., pp. 439~441. ゼネ・スト後中央労働評議会は H・C・ウェルズをコミンテル
ンに派遣したところ，ウェルズがAFLを非難する報告を持ち帰り，それが評議会機
関紙に掲載されたため， A.FLにより評議会がそれを公式に取り消させられる一鮪が
あった (Taft,Organized Labor, p. 343, AFL in the Time of Gompers pp. 456 
~457)。
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制は見事で，当地の警察長官や軍首脳もそれを認めたという91)。ストライキ中
に労働側が市政の主要活動を代行したため「革命気分の増大」が伝えられた
が，労働指導者自身は革命性を否定したし，また一方では.AFL機関紙のごと
きはシアトル争議を「AFLの規約規定の違反」としていたのである92)。類似
の大争議は東部にも存したが (19~0年フィラデルフィアおよび1916年ニューヨークの
市電ストライキ），シアトル争議の特徴は「より大なる完全さ」， 「それ自体戦時
戦後の時代の精神的充電情況の産物だったこと」および「当時のアメリカ人の
反急進派的ヒステリーにたいする感染性の増大」にあったという93)0 
他に(5)1919年 5月カナダのウィニペグのゼネ・スト（発端は金属・建築の賃上
げ争議）→政府による鎮圧94)。(6)同年 4月ニュー・イングランドの電話ストラ
ィキ（電話交換手の賃上げ要求にたいする政府の電信管理委員会の即答不能が原因で，
ケーブル・電気関係の職種も争議に参加）→労使直接交渉の郵政長官による承認→
郵政省と組合の間に賃上げ協定95)。(7)俳優の場合。 1913年俳優公平組合AEA
結成→1917年労働要求を全面的に認めた協約の締結→1919年 5月使用者側のリ
ハーサル延長要求→AEAの出演保障要求→AFL加盟→俳優ストライキと舞
台係•音楽家の同情ストライキ（同年8 月）→同年 9 月使用者側の譲歩（組合承
認・週8回公演・賃金保障等）→ストライキ中止96)0 (8)警官の場合。 1919年 8月警
官組織「ボストン社会クラプ」のAFL加盟→市長任命の市民委員会による妥
協案（警官の団結承認・上部団体不参加・市民委員会による労働条件の調整等）→市警察
部長による妥協案拒否と警官19名の処分→同年 9月警官ストライキ→市長の州
兵召集→知事のスト警官復職拒否声明→ストライキ敗北→新規採用による警察
再建97)。上記の俳優と警官は従来組合運動になじまなかっただけにその争議は
91) Perlman and Taft, op. cit., pp. 440~441. 
92) Ibid., pp. 441. 443. 
93) Ibid., p. 442. 
94) Ibid., p. 443. 
95) Ibid., pp. 443~444. Taft, Organized Labor, pp. 318~319. 
96) Perlman and Taft, op. cit., pp. 445~446. 
97) Ibid., pp. 447~448. 
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戦後の戦闘性を代表し，とくに警官ストライキは「戦後社会不安の精神のもっ
とも騒々しい表現」98)とされる。
ところでパールマンとクフトは，以上の諸争議に戦後の戦闘的性格をみるだ
けでなく，シアトルやウィニペグの同情ストライキの特徴として国際組合の権
威にたいする支部組合の反抗＝無視をあげる。しかもその特徴の説明は「労働
運動の革命化」ではなくて，「戦争のもたらした職種間団結の精神の表明」に
求められるという99)。そして戦闘性が「忍耐を失なった支部グループの非合法
("outlaw")活動」の形をとった例として，以下の 3争議をあげる_o
(1}印刷の場合。 1919年国際プレスマン組合 (IPU)にて徴兵による組合費
減収を理由とする特別賦課提案の可決→徴集理由への疑問と不正議決の噂によ
る一部支部の反対→法廷への徴集差止めの申請と会長告訴→反対支部のチャ
ークー取り上げ→時間短縮・賃上げ闘争中の印刷他職種（プリンター）による
反対支部（プレスマン）への支援→プレスマンとプリンターとの「利害共通」
("community of interests")宣言→共闘するプリ・ンクーにたいする国際印刷工
組合 (ITU)のチャーター取り上げの圧力→共闘プリンター支部の屈服→プレ
スマン（反対支部）の抵抗の終焉100)0 
(2)港湾の場合。戦後労使の協定による戦時設立の全国調整委員会 (NAC)
の復活→1919年10月NACの賃金裁定（沖仲仕の時間当り35セント賃上げ要求にた
いし裁定額5セント）→ニューヨーク港湾ストライキ→国際沖仲士組合 OLA)
幹部による労使協定の神聖さの強調→1月中旬ストライキ終焉→NAC裁定の
改訂（時間当り 5セントから10セントヘ）iol)。
(3)鉄道の場合。 1920年鉄道の民営移行→同年 3月賃上げ要求（戦時の政府管理
下の労働者の自己抑制の反動）→4月シカゴ＝ミルウォーキ＝セントポール鉄道シ
98) Ibid., p. 447. 
99) Ibid., p. 449. 
100) Ibid., pp. 449~451. 
101) Ibid., pp. 451~452. 
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カゴ構内の 1職長の地位剥奪→シカゴ地方全鉄道の転轍手 9,000人のストライ
キ→ストライキの全国的拡大（機関士・火夫・車掌も合流）→大統領による委員会
設置とそれによる事情聴取→構内夫の事情聴取拒否→争議指導者たちの起訴→
徐々なる復職→ 7月前記委員会の賃上げ裁定→ 9月争議終結102)。
以上のように大戦直後 (1919年~20年）の争議の特徴は組合における下部の反
乱 (insurgency)であるが，かかる反乱は1923年にも印刷（新聞）ストライキと
して再燃している。その経過は， 1921年 2月ニューヨーク新聞業者協会の就業
規則の大幅変更要求→プレスマンの国際組合（とくに第25支部）の反対にもかか
わらず結局は労使合意による仲裁附託→裁定（夜勤時間増，機付人員の雇主決定
権，職長の非組合員化）→組合による渋々の裁定受諾→労働側の圧力による一部
業者の裁定無視→業者側の組合にたいする新協約交渉の前提としての裁定遵守
要求→業者側と国際組合との交渉→業を煮やした第25支部のストライキ宣言
(1923年9月）→国際組合によるストライキ非難（組合規約および仲裁協定に違反）
→国際組合と業者間に協定成立（第25支部の解散国際組合による組合員証の寵接発
行，時間短縮と賃上げ）→ストライキ続行→国際組合会長 G・L・ベリーのスト
ライキ破り尋入計画とその挫折→職長クラスの調停委員会によるベリーとスト
ライキ中の組合員の間の斡旋→第25支部組合員の権利回復， というものであ
る103)
゜
以上の組合内反乱としての戦闘性は，この節の冒頭でもふれたように「賃金
が生計費に追いつかないという共通の苦情」（さらには「1日8時間・週44時間運
動の復活」）と「戦後雨後の筍的に成長した後の多くの組合で訓練を欠く新組合
員が圧倒的だったという要因」とに求められるという。いいかえれば当時「革
命的階級意識に接していると思えた」「労働の新精神」 も，所詮は「革命では
なく団結のそれ」でしかなかったというのである 104~ 。
102) Ibid., pp. 453~456. 
103) Ibid., pp. 456~460. 
104) Ibid., p. 460. 
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だが基幹産業（鉄鋼と石炭）を語らずしては大戦後の組合の戦闘性論議も意
味をもたないであろう。パールマンとタフトも，鉄鋼と石炭にそれぞれ章を割
いて論じている。
(1〕・鉄鋼。鉄鋼組織化の発端は1918年 6月のAFL大会であって，席上鉄
鋼組織化のための関係組合の幹部会議召集の提案がシカゴ総同盟のW・Z・ フ
ォスクーよりあり，その提案をうけて8月シカゴにて前記の幹部会議が開か
れ，鉄鋼産業組織化全国委員会 (NCOISI)が結成された。この委員会は関係国
際組合選出の委員をもって構成され，委員長にはゴンパーズが就任した。その
組織化方法は職種別・地方別組織を基礎とし，地方別組織をもって地区別に鉄
鋼労働評議会をつくるというものだが，その結果大いなる組織化の進展がみら
れた。たまたま1919年 5月合同鉄鋼錫労働者組合 (AAISTW)会長M・F・タ
イは NCOISIと諮らずにUSスチールに会談を申し入れたが， これは実現し
なかった。その直後NCOISIはヒ゜ッツバーグに全国会議を召集し， 鉄鋼各社
と交渉するための協議委員会 (ConferenceCommittee)を任命した。 この間M
・F・タイはふたたび独自の別行動をとろうとした事実があるlOij)。
NCOISIは，協議委員会との会談をUSスチール会長ゲーリーに求めて拒否
されたため (6月）， 9項目の要求（団体交渉，組合員の解雇撤廃，. 8時間制，週休
制， 24時間交代制の廃止，アメリカ的生活賃金， 10割の時間外割増，チェック・オフと先
任権，会社組合・・身体検査の撤廃）にかんし関係国際組合にストライキ権を確立せ
しめた。他方組合側から局面打開を求められたウィルソン大統領は， 10月予定
の大統領召集になる産業会議までストライキの延期を訴えたが，非公認ストラ
ィキの散発を恐れる労働側は大統領の訴えを拒否し；遂に 9月有名な鉄鋼スト
ライキが発生した。争議参加人員は34万強とされる 106)。ストライキの経過は，
9月ストライキ突入（全鉄鋼生産地域におよぶ）→10月インディアナ州ゲーリーに
おける罷業者とストライキ破り（ニグロ）との衝突→争議中心地のヒ゜ッツバーグ
105) Ibid., pp. 461~463. 
106) Ibid., pp. 463~465. 
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からシカゴ地区への移動→ゲーリーヘの州兵および連邦軍隊の出動→戒厳令→
ストライキ破りおよび争議脱落者による操業→闘争資金枯渇による脱落者の増
加→11月職場復帰の趨勢（鉄鋼操業率は75彩~90彩に回復）→1920年 1月鉄鋼錫労
働組合の NCOISIにたいするストライキ中止要請→同月ストライキ中止→同
組合の NCOISI脱退→6月AFL大会（同執行評議会による NCOISIの解散），と
いうものである 107)0 
鉄鋼ストライキの敗北についてのバールマンと＇タフトの解釈は，①政府が使
用者にたいし対組合的妥協を強制しえた戦時とは異なり，戦後1年の反急進的
社会風潮の中にあっては「雇主の戦略上の優位」が存し，RさらにNCOISIに
参加する24の国際組合の幹部に「敗北主義的でないまでも徴温的な態度」がみ
られ，かれ・らは相手（鉄鋼資本）を恐れ，かつストライキ呼びかけの反応の大
きさ（英語を話さぬ労働者数十万の参加）に不安を感じていたというのである 108)0 
この解釈の③は，いかにも攻める側（労働）の主体的弱さを指摘する。だがク
フトは後年この敗北の原因をなによりも相手（資本）の強さに求めたのであっ
て109), そこには解釈上の微妙な変化がみられる。
(2〕石炭。とくに猥青炭部門に組合組織化と産業管理の確立をみた石炭産
業は，・鉄鋼と趣きを異にする。戦時の未組織領域（たとえばウエスト・バージニア）
の拡大は猥青炭の産業管理を危くしたが，異常な石炭需要がその危険性をなく
し，しかも 1917年8月設置の連邦燃料庁 (USFA)は労働組合と産業管理を認
めていたからである110)。 9月労使間にワシントン協定（有効期限は1920年3月）
なるものが成立し，その後猥青炭では賃金改訂がおこなわれず，この点で既存
107) Ibid., pp. 465~468. 
108) Ibid., p. 468. もちろんスト敗北の原因がかく単純であるわけではない。 たとえば
David Brody, Steelworkers in America, T, 加 NonunionEra, H':l.rvard Uni-
versity Press, 1960. pp. 243~262. だがパールマンとタフトは基本点を指摘しては
いる。
109) Taft, Organized Labor in American History, pp. 358~359. および AFLin the 
Time of Gompers, pp. 393~394. 
110) Perlman and Taft, op. cit., p. 469. 
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協約の期間中に 3度の賃金改訂をおこなった無煙炭の場合とは異なる。ワシン
トン協定中との理由で賃金要求大会も許されず，またムーニー釈放要求ストラ
ィキが処罰の対象となるとあっては， 下部の反乱は必然的であろう 111)。かく
てイリノイ第12地区では統一炭鉱労働者組合 (UMW)の141の諸支部が会し，
正規の幹部に代るものとして政策委員会を選出し， UMW大会に苦情を提起し
ようとした。同地区の幹部は挑戦に応じ， UMW会長の許可を得て24支部のチ
ャーターを取り消した112)0 
1919年 9月UMW大会が開かれた。大会提出の会長案にはワシントン協定の
廃止等が含まれており，大会は政治犯釈放の急進的要求とならんで対使用者要
求（坑内6時間制，週5日制， 60彩賃上げ，時間外割増50%等）を決定した。経営側
はこれを拒否し， UMWは1月ゼネラル・ストライキを命じた。法廷はストテ
ィキの中止を命じ， UMWは「政府とは闘えない」としてそれに従ったが，炭
鉱夫は復職しなかったため，遂に大統領は14彩の即時賃上げを認め，また賃上
げを附託された仲裁委員会は27%の賃上げ裁定をくだした。いずれにせよ60彩
賃上げ・週30時間労働という組合要求はしたたかなものだったわけである113)0
だがかかる組合の戦闘性は， 「産業平和への近道として強制仲裁に世の注意
を向けしめる」ことになる114)。 カンサスの場合がそのよい例であろう。 その
経過は，前記1919年1月の石炭ストライキ→カンサス州知事のストライキ破り
導入による石炭確保の努力→知事の特別州議会召集と強制仲裁法案（労使関係
法廷の設置をともなう）の提出→法案の通過と制定→炭鉱夫の抗議ストライキ→
労使関係法廷の決定違反による罷業者の起訴→UMWの当地区幹部（アレクサ
ンダー・ホーワット他）の労使関係裁判所における証言拒否→法廷侮辱罪による
投獄→カンサス炭鉱夫の刑務所へのデモンストレーション→のち保釈，という
111) Ibid., p. 470. 
112) Ibid., p. 470. 
113) Ibid., pp. 471~472. 
114) Ibid., pp. 472~473. 
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ものである115)。 なお非公認の抗議ストライキをおこなった支部にたいする統
制問題をめぐってホーワットと）レイスは激しく対立し，結局ホーワットはUM
Wを追われた。だがこれは，「労働運動抑制が時代の秩序であるときですら強
制仲裁の無益さをその大胆な州政府無視によってアメリカの公衆に示した人物
にとって」は，まさに悲劇であったであろう 116)0 
パールマンとタフトはなお若干の事例を示す。 1920年夏インディアナ州とイ
リノイ州で猥青炭の完全なる作業停止がおこなわれたが，その原因は，前年秋
のゼネラル・ストライキの際仲裁委員会が日雇い・月雇い鉱夫 (monthlyand 
day men)に相対的に低い賃上げしか認めなかったことにある。大統領は組合
に復職を求めるとともに，過去の仲裁々定の是正のために使用者を説得して中
央競争炭田地域の州際労使合同会議・合同賃＇金委員会の開催に同意せしめた
が，労使間の主張に隔たりが大きく，遂にイリノイ地区の幹部F・ファリント
ンは個別交渉に転じてイリノイの経営者に合同賃金委員会の回答の倍額をださ
しめた。 UMW会長）レイスとファリントンとの反目の生じたことは論ずるまで
もない117)。
未組織地域とされたウエスト・バージニアも1919年には鉱夫の半ばが組織さ
れていたが， USスチール等の支配する新たな開発地域は未組織のままであっ
たから， UMWは当然その組織化を企てた。 1920年 5月同州ミンゴ郡で活動家
の解雇をめぐってストライキが生じ，争議はつぎのような経過をたどった。暴
力発生→州兵派遣→罷業者と会社側ガードとの間の 3時間の戦闘 (8月）→連
邦軍隊の到着→戒厳令→翌年 1月事態平静化（ただしストライキは続行）→軍隊撤
退→ 5月武力衝突の再発→戒厳令（州最高法廷はこれを違憲とする）→内乱化の兆
→ 8月ローガン郡の武装せる保安官代理による鉱夫キャンプの襲撃→鉱夫勢力
の増強→連邦軍隊の到着→鉱夫の武装解除→鉱夫多数の起訴→却下・放免の判
115) Ibid., pp. 473~474. 
116) Ibid., p. 476. 
117) Ibid., p. 476~477 . 
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決→ストライキの正式中止 (1922年10月）118)。
ところで無煙炭の場合はどうか。 1919年8月北部ペンシルバニアの無煙炭地
域の労働要求（統一賃金， 60彩賃上げ，坑内労働週30時間，時間外50%・休日lOQ彩の
割増，クローズド・ショップ制等）がUMWの承認をえて決定されたが，使用者と
の交渉は長びき，翌年 5月以降交渉はワシントンに移された。結局は大統領仲
裁委員会の裁定にまつことになったが，下された裁定に労働側は不満を示し，
大統領の要請で鉱夫たちも裁定受諾に傾いたものの，労使代表による協定作製
中の 9月，反対派の指導のもとに85,000人がストライキに突入した。幹部によ
る中止の努力にもかかわらず，この非公認ストラィギは 1カ月続いた119)。
だが最後に特筆すべきは猥青炭と無煙炭の両炭田に同時におこった1922年の
ストライキ（協約満了時がおなじ）であろう。
(1)漉青炭の場合。協約更改の交渉にさいして，組合側は中央競争炭田地域の
統一交渉を前提にしたが炭鉱経営者側の足並が揃わなかったため，組合のスト
ライキ突入 (4月）は不可避であった。当時の貯炭量は史上最大とされたため
に当初は政府も争議に無関心の様子であったが， 6月南イリノイ石炭会社がU
MWとの合意に反して石炭積出しを強行したため，これが発端となって争議は
積出し労働者と罷業者との武力衝突にまで発展し（双方に死者）， 大統領の支援
にもかかわらず鉱山再開は不能となった。 UMWのジョン・ルイスの提唱によ
る8月の労使会談の結果クリープランド協定（翌23年3月末まで旧労働条件で事業
再開し，その間に石炭産業の全面調査をする）が成立したが， ペンシルバニア州の
未組織の罷業者は，争議の貢献者たる自分たちが無視されたとしてストライキ
を続行した。だが結局のところルイスは 1月にストライキ中止を宣言し，中央
競争炭田地域の協約更改の交渉 (1922年1月~23年1月）は旧労働条件の踏襲に
終った120)。
118) Ibid., pp. 479~481. 
119) Ibid., pp. 477~478. 
120) Ibid., pp. 482~487. 
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(2)無煙炭の場合。猥青炭とはやや事情が異なり，組合は「攻撃は最大の防禦
なり」として20飴賃上げその他の要求を積極的に掲げ， 1922年 4月よりストラ
ィキに入った。 8月ペンシルバニア州選出の上院議員の斡旋で協定 (1923年8
月末まで現行労働条件を維持し，その間調査委員会の設置を議会に求める）が成立した
が，協定期限末が近づくと使用者側は 8時間要求以外は認めず，さらに協定の
1年 7カ月の延長を主張したため，ストライキが再発し， 1カ月後連邦石炭委
員会による裁定 (10形賃上げ， 8時間制，組合完全承認）によってやっと争議は解
決した121)0 
大戦後のアメリカの組合運動は，以上をもって戦闘的エネルギーの噴出を終
えたことになる。
2. アメリカン・プラン
以上のべた戦後の組合運動の戦闘性は当然にその反動としての雇主攻勢をも
たらす。いわゆる「アメリカン・プラン」 ("AmericanPlan")がそれであるが，
パールマンとタフトはそれを，「1899年後の労働の『大々的進撃」にたいする
回答としての1903年~08年の『雇主の集団的攻勢』」の戦後版とみる 122)0 
1919年10月，鉄鋼争議の最中にウィルソン大統領は公・労・使 3者構成の産
業会議 (IndustrialConference)を開いた。団結・団体交渉権と当面の鉄鋼ス
トライキとがその主要議題であったが， 後者については， 仲裁委員会選出を
決議せよとの労働側提案にもかかわらず会議はそれを避け，前者については，
オープン・ショップ制をめぐって会議は 2派に対立した（公・使側がそれを主張
し，労側が反対）。結局のところ団結・団交権にかんする決議文について会議の
一致がみられず，ゴンパーズ案の敗れた労働側は会議 1日目にして退席してし
まった。かくして会議（「戦時労使休戦を長びかせる努力」）は潰えた123)。
121) Ibid., pp. 487~488. 
122) Ibid., p. 489. 
123) Ibid., pp. 489~491. なおハービッツのごときは，この産業会議における労働側の主
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雇主側の反撃は1902年~07年のオープン・ショップ運動を想起させる。かれ
らはアメリカ的原理＝職業選択・営業の自由の不可譲の権利を唱えて保守的階
層（農民・銀行家等）に訴え， 1920年秋までにオープン・ショップ組織の全国的
ネットワークをつくりあげた。その組織の多くは各種業者団体であったが，ク
ローズド・ショップに反対する（反対理由はその生産制限的性格）労働組合も•その
一翼を担ったという 124)。全体として 「中西部はオープン・ショップ支持の点
で東部を凌ぎ」，南部は「この主張のための熱狂的な闘士として」加わり， ま
たカリフォルニア州は西部における運動の旗手であった125)。 かくして 1921年
1月， 22の州製造業者協会の代表がシカゴに集まり，運動目標として「アメリ
カン・プラン」なる名称を正式に採りいれた。
オープン・ショップの楔が具体的に各産業に打ち込まれた結果は，パールマ
ンとタフトによればつぎのようである。
(1)海員。 1921年 1月全米船主協会および合衆国海運委員会ベンソン提督の国
際海員組合および船舶機関士共済組合にたいする25形賃下げ（のちに15%と訂正）
とオープン・ショップの提案→ 5月 1日全米海運ストライキ（メーンからテクサ
スまで）→ストライキ 2週目にして浮浪罪容疑による組合ヒ°ケットの逮捕→差
止命令→ストライキ破りの募集→労働長官の斡旋による労使会談→船主側の組
合妥協案（賃金要求を譲るかわり 3交代制と組合承認を主張）の拒否→船舶機関士組
合の脱落（時間外賃下げの受諾）→組合勝利の見込の減少→船員・火夫の一般投
票による復職決定→ストライキ敗北126)。以上の結果は組合員数の半減であり，
張がビジネス・ユニオニズムの従来の枠をこえ（ワグナー法の萌芽すらみられる），
これにたいして雇主側の主張が組合否定のイデオロギーを前面にだしたことを強調
し，この会緩の性格をイデオロギー対立とみることに新解釈の余地があるとみるが，
それが格別にパールマン＝タフト解釈のアンチ・テーゼとも思えない (HaggaiHur-
vitz, "Ideology and Industrial Conflict : President Wilson's First Industrial 
Conference of October 1919", Labor History, Vol. 18, Nr. 4, Fall 1977)。
124) Perlman and Taft, op. cit., pp. 491 ~492. 
125) Ibid., pp. 492, 493, 494. 
126) Ibid., pp. 494~495. 
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またプラック・リストと組合員差別の発生を意味する127)。
(2)印刷。労使関係の良好だった1919年に「当時のイギリスのホイットレー委
員会のアメリカ版」として国際合同協議会 (IJCC)なる産業管理機構の設立→
IJCCによる週44時間制（ただし1921年5月1日以降実施）の承認→1920年秋業者
の44時間制反対運動→1921年 2月全国48時間連盟の誕生→組合側は IJCC協定
どおりの 5月以降の44時間制実施を求めてストライキ→11月組合の全面勝利の
声明128)。いわば組合は「雇主攻勢を徹底的に抑えた」129)ことになる。
(3)精肉。 1921年 3月の 5大精肉会社による協約（政府介入により 1919年締結，
以後改訂）の破棄宣言→北米合同精肉屠殺労働者組合のストライキ決議（シカゴ
地区）→政府介入による業者の協約存続への同意→前後 3回におよぶ賃下げ
(1920年12月， 21年3月および11月）→1921年12月ストライキ→業者側の政府調停
拒否→22年 2月ストライキ中止130)。 かくして政府の労働政策により大戦時に
開花した精肉業の組合運動は，、「常態回復を決意せる精肉会社に容易に屈服し
て」しまった131)0 
(4)男子服。 1920年10月グレーター・ニューヨークの衣服業者による全米合同
衣服労働者組合への「ジョップにたいする組合コントロールの事実上の放棄」
要求→ロックアウトとストライキ→組合の提示条件 (15彩を超えない賃下げと生
産諸基準の組合コントロール）にて雇主側和解132)。
(5)婦人服。 1919年8月ニューヨークのクローク・スーツ・スカート製造業者
保護協会と国際婦人服労働組合との間に 3年協定（週44時間と等級別最低賃金）
の締結→1921年 4月業者協会による組合（クローク・スカート・ジャケツ製造工組
127) Ibid., p. 496. 
128) Ibid., pp. 497~499. 
129) Ibid., p. 499. ウィスコンシン学派からすれば，印刷組合運動こそはモデルで，その
地位は基本的に変らなかった (Derber,op. cit., pp. 248~249)。
130) Perlman and Taft, op. cit., pp. 499~500. 
131) Ibid., p. 499. 
132) Ibid., pp. 500~501. 
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合合同委員会）への賃金•生産基準の修正提案→10月そのための合衆国・カナ
ダ・クローク製造業者団体連合の結成→11月組合によるストライキ→保護協会
の既存協定違反にたいする組合の差止命令申請→1922年 1月差止命令（ただし
組合勝訴にもかかわらず差止命令の効果について組合側弁護士モリス・ヒルキットもゴン
パーズも消極的）。かくして「雇主は完全に屈服した」という 133)0 
(6)建設業。①ニューヨークの場合。 1919年の建築労働評議会と建築業者協会
の3年協定によるクローズド・ショップ制の成立→翌年州両院合同委員会によ
る建築業調査→一部の請負業者，建材業者， ロバート・プリンデル（建築労働
評議会）間の協定（協定参加業者にのみ請負契約を割り当て，協定不参加業者にはブリ
ンデルがストライキの脅迫をなし，協定参加業者はプリンデルにストライキ保険料を支払
う）の露顕→プリンデルの起訴と評議会追放。だが「オープン・ショップ運動
の確実な武器」は，この場合なによりも組合の制限的慣行の弊害が明るみにで
たことにある134)。
③シカゴの場合。 1921年4月州議会委員会による建築業の調査と腐敗の暴露
（「シカゴ建築産業史上の最大の反組合闘争への前奏曲」とされる）→同年 5月（多数の
協約の更改期にあたる）業者側20彩賃下げ提案→ 9月K・M・ランディス連邦判
事の仲裁々定（裁定額が業者回答以下となるケースが出現）→裁定反対のストライキ
→業者・雇主団体や商業会議所によるランディス裁定実施市民委員会の結成
(11月）→ストライキ破りの輸入その他オープン・ショップ活動→市民委員会
反対の全シカゴ労働パレード→ランディス裁定の期限満了時 (1923年5月）に
裁定前統一賃金率の再確立→折からの建築プーム＇による労使協定の進展 135)。
かくて1927年 1月までにランディス裁定のエビソードは一切消え去った。
⑧サンフランシスコの場合。 1920年初建築労働者の賃上げ要求→拒否のため
の雇主共同戦線→翌21年 1月商業会議所の努力による争議の仲裁附託→ 3月仲
133) Ibid., pp. 501~504. 
134) Ibid., pp. 504~506. 
135) Ibid., pp. 506~509. 
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裁々定 (7½％の賃上げ）→ 5 月建築労働評議会の裁定拒否→ロックアウト→ 6
月業者側のオープン・ショップ声明→組合側の裁定受諾の決意（ただし時すでに
遅い）→業者側の非組合員の導入と反アメリカン・プラン的請負業者への材料
供給および信用供与の拒否→7月商業会議所による上部団体（評鏃会）抜きの
労使交渉提案→評議会議長P・H・ マッカー、ンによる提案受諾の考慮→組合員
一般投票による前記提案の拒否→8月組合の正式屈服（賃金下げとオープン・シ
ョップの受諾）→翌年マッカーシーの退陣136)。かくしてサンフランシスコでの雇
主攻勢の「成功は予想以上であった」という 137)0 
(7)繊維。以上のように組合組織の強力な産業における雇主攻勢が「賃金デフ
レーションと組合支配の弱体化」を「その二重目的」としたのにたいし，繊維
のような組合勢力の弱い産業では，攻撃目標は「主として賃金および労働時
間」だったとされる 138)。事実1921年 1 月ニュー・イングランドにおける 22½
彩賃下げ→翌22年 1月のポータケット・バレーにおける20%賃下げと時間延長
（週48時間から54時間へ）→同年 3月ローレンスにおける20%賃下げ， といった動
きはそれを示す。もちろん組合は抵抗したが8月始めに労使会談がおこなわ
れ，その結果経営側の相次ぐ賃下げ撤回（さらには共和党のニュー・ハンプシャー州
議会議員候補として週48時間論者の指名）が実現したため， 全米統一繊維労働者組
合はストライキを中止した139)。繊維では組合が勝利したといえよう。
以上のパールマンとタフトの記述のように，産業に打ち込まれたオープン・
ショップの楔がすべて効果を発揮したわけではない。すくなくとも印刷と婦人
服では雇主は敗北した。だが海員と精肉では雇主は組合を屈服させ，建築では
組合を屈服もしくは事実上の敗北にもち込み，男子服では組合と和解した。織
維における賃下げ撤回は，打倒すべき強固な組合支配の存しない産業での雇主
136) Ibid., pp. 509~511. 
137) Ibid., p. 509. 
138) Ibid., p. 511. 
139) Ibid., pp. 512~514. 
40 
パールマンおよびタフトとニュー・ディールまでの
アメリカの労働組合運動（下）（小林） 105 
の余裕ある譲歩とみてよい。とすれば総じて雇主のアメリカン・プランは実現
されたものとみてよい。だが特記すべきはかかる資本攻勢に政府が一役を買っ
ていたことであって，鉄道における政府の賃金デフレーション政策はまさにそ
れである。
1920年運輸法 (theTransportation Act)は，政府に接収されていた鉄道を民
営に戻すとともに鉄道労働委員会 (RLB)を設置せしめた。同年 7月早速R
LBの工作関係職種の賃上げ裁定（既存協約の延長を含む）が下されたが， 秋に
は景気後退により減員が顕著となり， 労働側が減員の理由を不況以外の点（裁
定賃金回避のための経営側たよる外部発注）に求めたため， 翌年1月には RLBは
この点について事情聴取を始めたという経緯がある 140)。 3月経営側は他産業
の賃下げ傾向を理由に RLB7月裁定（賃上げ）撤回＝賃下げを提案して反撃
に転じ，これに押されたRLBは6月に賃下げを声明し， 8月には既存協約の
修正（休日割増賃金の免除と特殊勤務の保障時間短縮）をおこなった141)。 AFL鉄
道労働部 (RED)および鉄道諸組合はもちろんこれに反対したが，外部発注の
増大と鉄道工場自体の請負工場化の動きに直面した労働側は，工作関係職種連
合 (FSC)としてRLBに苦情を申立てた。 RLBはその申立て内容を運輸法
違反と判断したが (1922年5月），鉄道経営者協会 (REA)は正式にこれを拒否
した。 RLBは「その決定が労働に有利な場合には折れた葦でしかなく」， そ
れは「賃金デフレーションの能率的な機関」だったとはバールマンとタフトの
言であるが142), まさに至言であろう。
個々の鉄道についてみよう。①ペンシルバニア鉄道の場合。同社は会社組合
を交渉相手とし， AFL(RED)の訴えによるRLBの命令（真の従業員代
表選出のための投票）に従わず， RLBから喚問されると逆にその差止命令を
連邦地方裁判所に申請する有様であった。その後は， 1922年 3月会社の賃下げ
140) Ibid., p. 515. 
141) Ibid., pp. 515~516. 
142) Ibid., p. 517. 
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要求→ 5月RLBの賃下げ決定（ただし乗務員以外）→7月AFL(RED)によ
るストライキ→RLBによるストライキ非難（先任権剥奪をもって復職を迫る），
といった経過をたどる143)。 RLBの脅迫は失敗したが， いまやRLBが「鉄
道経営者の熱烈な同盟者」だったことは確かである144)。Rサンク・フェ鉄道の
場合。おなじく 1922年夏カリフォルニア州ニードルスで同社乗務員が欠陥車輌
と武装ガードの存在に抗議して運転を拒否し，乗客300人を 4日間立往生させ
た。 R~B会長が会社に対組合交渉を提案したが，これは成功していない145) 。
⑧バルティモア＝オハイオ鉄道の場合。争議経過は， 1922年7月会社のストラ
ィキ委員会にたいする和解の意思表示→ハーディング大統領による争議のRL
B仲裁附託提案→組合の受諾と鉄道の拒否→ドガティー法務長官によるストラ
ィキ不法（シャーマン法違反）共謀宣言→9月連邦地方裁判所の差止命令→スト
ライキ続行，というものである 146)。法務長官の干渉は「息絶えんとする剣士へ
のとどめの一太刀を意図したもの」と，パールマンおよびタフトはいう 147)。
いずれにせよRLB,法廷，政府の介入にもかかわらず鉄道ストライキはや
まない。結局のところバルティモア＝オハィオ鉄道社長の路線系統別解決の提
案が事態収拾の糸口となった。 6月時点の状態での復職と合同委員会による苦
情処理を条件に工作関係職種連合は解決にふみ切り，ストライキは終焉した。
かくして22万5千人の労働者の先任権は守られたが，その代償として17万5千
人が会社組合に入るという事態を招いた。パールマンとタフトはこの鉄道スト
ライキの意義を，賃金デフレーション運動の抑制（一般的貢献）とRLBの事
実上の排除（他の鉄道労働者層への貢献）とに求める 148)0
アメリカン・プランという1920年~23年のオープン・ショップ運動が1904年
143) Ibid., pp. 518~519. 
144) Ibid., p. 520. 
145) Ibid., p. 520. 
146) Ibid., pp. 520~522. 
147) Ibid., p. 521. 
148) Jbid., p. 523. 
42 
パー ルマンおよびクフトとニュ・ー ・ディー ルまでの
アメリカの労働組合運動（下）（小林） 107 
~09年のそれに対比されうることはすでに指摘したが，この両時期の運動の比
較考量は意味があろう。パールマンとタフトは，両者の類似点として，ともに
組合員数のピーク時に開始され以後組合員数を減少せしめた（前者の時期は13½
彩減後者の時期は24%減）ことをあげる149)。また両者の相違点としては， 前者
の時期の組合員減少がもっぱらオープン・ショップ運動の結果であって不況の
影響をうけていない（組合員減少は不況前であり， しかもその減少は物価上昇の年に
著しかった）のにたいし，後者の時期の減少はそれ以前の大戦時の．「異常に強
いられた」組合員増加の反動であった（戦時に急成長した組合がこの期の組合員減
少に大きく寄与している）ことをあげている150)。だが理由がどうあれ両時期に組
合員数が激減しているのであるから，両時期の（とくに後者の）オープン・ショ
ップ運動が功を奏したといえることだけは確かである。
3. 組合政治活動とコムニズム
アメリカ・プランは以上のとおりだが，それは，戦争遂行上やむをえずおこ
なわれた労働勢力にたいする譲歩の風潮への反動として右傾化した社会の生理
現象であって，この時期の組合の政治活動の活発化もそれと無関係ではない。
無党派主義 (non-partisanship)と称せられる組合の政治活動方式の真の具体化
は1906年以降であるが， 1915年ノース・ダコク州における無党派連盟 (NPL)
の結成はその新たな運動の「真の出発点」をしめす 151)。 NPLは1918年ミネ
ソタ州議会選挙でかなりの集票能力をしめし，これに触発された州労働総同盟
は労働者無党派政治連盟 (WPNPL)を結成した152)。 1919年~20年には無党派
組織から脱皮した州労働党が若干の州（イリノイ，インディアナ，ミシガン，ニュ
ーヨーク，、ユタ．ペンシルバニア）に組織されている 153)。かかる動きは州レベル
149) Ibid., p. 523. 
150) Ibid., p. 524. 
151) Ibid., p. 525. 
152) Ibid., p. 527. 
153) Ibid., pp. 527~528. 
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にとどま・らず， 全国的レベルでは1919年にアメリカ労働党 (ALP)が結成さ
れ，翌年には農民労働党 (FLP)と改称された（ただしFLPはやがてコムニス
トの支配に陥った）154)。
だがわれわれが大戦後の労働組合による政治活動としてなによりも論ずべき
は1922年の進歩的政治活動会議 (theConference for Progressive Political Act-
ion, 以下CPPAと略す）であろう。その設立の事情としては， ①労働条件が政
府の決定に依存する鉄道にあっては，労働組合は政治的たらざるをえないこと
（かくて乗務員の友愛諸組合と他の職種別組合との結束）， ③理想主義的動機による
他の国際組合の参加，③反労働者的な連邦最高裁判所判決 (1921年デュプレック
ス事件など）と連邦差止命令（石炭・鉄道争議にたいする）があげられるという 155)0 
ただしパールマンとタフトはウィスコンシン学派にふさわしく，この政治活動
は「目覚めたる階級意識の表明ではなくて合法的労働組合活動を保護しようと
する努力」であるというを忘れない156)0 
進歩的政治活動会議 (CPPA)の現実の動きは確かにそれをしめす。結局の
ところ CPPAは労働者独自の政党活動を排したのであって， 1924年大統領選
挙でそれが進歩党のラ・フォレット上院議員を推したことも，ゴンバーズによ
れば 2大保守政党が反労働的候補を指名したことによるその場かぎりの措置で
あって，第三党方式移行（無党派主義の放棄）ではないとされたからである157)。
パールマンとタフトは，ゴンパーズのこの説明を「無党派的政治方針にたいす
るルースな解釈」 158)としているが， たしかにゴンパーズの説明は苦しい。だ
がいずれにせよ AFLをここまで追い込んだ労働組合の法的地位の行き詰り
(impasse) —クレイトン法を無力化したデュプレックス判決や英国タフ・ベ
154) Ibid., pp. 528~529. 
155) Ibid., pp. 531~532. 
156) Ibid., p. 532. 
157) Ibid., pp. 531, 534. 
158) Ibid., p. 534. 
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ール事件の米国版というべきコロラド石炭会社判決などーは深刻だったわけ
である。選挙の結果ラ・フォレットは敗れ，その翌年 CPPAは解散した。
大戦後のアメリカン・プラン時代における組合運動の政治志向の情景は，ほ
ぼ以上につきる。だが限られた領域においてではあるが撹乱要因として無視で
きないものにコムニズムがある。コモンズとタフトも「政治運動としてのコム
ニズムの意義は無視しうる」が，社会主義的伝統を有する識種ではそれは「決
定的役割を演じすらした」 という 159)。その立役者はウィリャム・ Z・ フォス
ターだが，かれは IWW通信員として渡欧中 (1911年）にレオン・ジュオーか
ら競合主義（二重組合主義）の誤まりを学び， 帰国後（翌年）は北米サンジカリ
スト連盟 (SLNA)を設立し (2年存続），その後一時 (1916年）純粋単純ユニオ
ニズムに転じたものの1920年には労働組合教育連盟 (TUEL) を結成して急進
主義に復し，「内部よりの切り崩し」 ("boringfrom within")論を唱えるにいた
った経歴をもっ160)0 
フォスターの具体的な運動形態は職種間の「合同」 ("Amalgamation")運動
であってそれは1919年鉄鋼ストライキの経験よりでたものだが， AFL内進歩
派は合同を「オープン・ショップ運動にたいする必要な防禦」と考え，反ゴン
パーズの動きを示した（たとえば1921年AFL会長選挙におけるルイスの挑戦とゴン
パー ズの苦戦）161)。AFL執行部は，当事者間の自発的合同には反対しないがフ
ォスターの運動は「AFLの適法手続 ("dueprocess of law")に反する」とし
たものの，実際には多くの国際組合が合同運動を展開したため，これにたいし
てゴンパーズ派は TUELの支配する組合のチャーター取消し，急進派機関紙
の調査，急進派のAFL大会議席剥奪，傘下組織にたいするコムニスト追放の
圧力といった諸種の対抗手段を講じた162)。 フォスターの「内部からの切り崩
159) Ibid., p. 538. 
160) Ibid., p. 539. 
161) Ibid., p. 540. 
162) Ibid., pp. 541 ~542. 
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し」にAFL執行部の驚いた様子がよくわかる。
コムニズムは労働戦線全般では敗退したが， それが「要害の高地」 ("com-
mantling heights")を保持した戦線ではその攻撃力は倍加したのであって，衣
服産業がちょうどそれにあたる。バールマンとタフトによれば，この産業では
「コムニズムがイデオロギー上の高地を保有し」「革命的マルクス主義の伝統
の真の継承者なりと自己主張しえた」のであって，とくに「それは，労働者の
祖国たるソ連に存する権力との有機的な関係によって社会主義者および進歩主
義者にたいする圧倒的な精神的優位をえた」というのである 163)0 
コムニズムの具体的活動はつぎのようである。①国際毛皮労働者組合 (IFW
U)の場合。コムニズムは衣服産業のニューヨーク合同委員会 (NYJB)を支配
することによって国際組合と争い，国際組合は逆に左派一掃の諸対策を講じた
が， 1926年ストライキの際には罷業者は NYJBを支持し，遂にはAFL会長
ウィリャム・グリーンの乗りだしと NYJBの争議終了宣言とによってストラ
ィキは解決をみた。解決後AFLの調査によってストライキ指導上の問題点
（財政面を含めて）が明るみにだされコムニスト排除が試みられたが，遂にコム
ニスト指導の除去はできなかった164)。 かくて, 「コムニズムは毛皮工組合で
そのもっとも完全かつ持続的な勝利を記録した」とされる165)。
②国際婦人服労働者組合 (ILGWU)の場合。すでに1922年よりコムニストが
滲透しはじめ，翌年には外部勢力の排除が試みられている。 1925年コムニスト
はニューヨークの有力な 3支部を支配し，国際組合が3支部の権利を停止する
と，支部基金を支配して独自の活動におよんだ。遂に国際組合会長モリス・シ
グマンと 3支部は和解したが，その後の国際組合臨時大会は 3支部の権利停止
を支持し，かつシグマンを会長に再選した。翌1926年5月知事調査委員会 (1924
年ストライキ時に設置）の最終報告がだされたが， 報告は主要な労働要求を無視
163) Ibid., p. 543. 
164) Ibid., pp. 543~546. 
165) Ibid., p. 543. 
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している（週44時間と最低雇用保障の拒否，企業内下請業者 insidemanufacturerに
よる10彩労働力再編成 "reorganization;,の承認など）とみた NYJBは知事委員会
の勧告案を拒否し， 下請業者 (sub-manufacturer)数の制限を同勧告案のメリ
ットとみるシグマン会長の忠告にもかかわらず， 7月ニューヨークのクローク
製造工4万人は多数の要求（週40時間，9 年間雇用保障その他）を掲げてストライキ
に突入した。その後暗黒街の大物による調整もあり， 20週にしてストライキは
中止されたが，その妥結条件は知事委員会の勧告にも劣るとされたほどであ
る。ただし国際組合は，下請業者との関係では自己に有利な裁定を知事委員会
より与えられ，また唯一交渉代表として卸売衣服業者 (jobber) との間に協定
を結ぶのに成功した。国際組合は権威を回復し，コムニストの支配する支部組
合の改組に乗りだした。かくして毛皮・婦人服両組合のコムニストは1928年裁
縫労働者産業別組合 (NTWIU)を組織したが，これが二重組合主義(dualism)
であることは論をまたない166)。
⑧合同衣服労働者組合 (ACWA)一男子服の場合。当初 ACWAはウィリャ
ム・フォスターを招待し， これにたいしてフォスクーは ACWAを組合の模
範とたたえるなど ACWAと左派との関係は良好だったが， 192:4年大統領選
挙にさいして ACWAがラ・フォレットを支持したことから， コムニストは
反 ACWA的活動に転じた。ただし ACWA会長シドニー・ヒルマンの断固
たる処置で「コムニストの分派活動は進展しなかった」という 167)0 
④ニュー・ジャージー州パサ．イク羊毛ストライキの場合。他の場合と異な
り，ここではコムニストは，労働者を「革命ゲーム上のたんなる手足として利
用するよりはむしろ熱烈に援助した」とされる168)。争議の経過は， 1927年 1
月同地域のストライキ（賃下げ撤回と賃上げ，週44時間制等を要求）→AFLによる
166) Ibid., pp. 546~553. なお ILGWUとコムニストとの関係については Laslet,op. 
c#., pp. 127~129. 
167) Ibid., pp. 553~555. 
168) Ibid., p. 555. 
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争議指導機関（統一戦線委員会UFC) の不承認→4月知事仲裁（ただし罷業者の
AFL加盟と争議指導者ワイスボードーコムニストの退陣が前提）→ワイスボードの同
意にもかかわらず仲裁不調→5月カソリック団体の争議支持→罷業者の合同繊
維労働者組合 (UTW)加入→UTWによる争議解決のためのワイスボード派
の退陣→12月組合員差別なき再雇用の協定の成立→翌年 3月 1日争議終結，と
いうものである169)。 ワイスボードの自主的退陣は， この争議におけるコムニ
ストの協力的な態度を象徴する。
以上のようにコムニストは特定の国際組合を揺るがしはしたが， 「内部から
の切り崩し」の目的を達しえなかった。だがパールマンとタフトはコムニスト
の闘争の意義を．，その目的達成の失敗よりはむしろ「それがアメリカ労働運動
における指導の交代と発展の自然的過程を阻んだ」 ことに求める170)。いわば
コムニストは自然に逆らって当然の失敗をしたことになる。バールマンとタフ
トのこの見事なウィスコンシン解釈を支えるものは， 1920年代前半は反乱と戦
闘性と半ば意識的な大同団結の時代だったというのに，若い指導者層がAFL
の進歩的政策の推進を中止し，コムニストの破壊戦術に対抗するために旧来の
指導者に頼らざるをえなかったという事実である。いいかえれば若き指導層＝
進歩派は左派の攻撃をうけると「追従者を失うのみならず意気消沈した」のに
たいし，旧指導層＝保守派は逆に「闘争心と精力を高めるのみ」であって，結
局組合指導上の「ゴンパーズ，ウオル，グリーンの勝利」が確保されたという
のである171)。
1926年モスクワのコミンテルンはフォスターの労働組合教育連盟 (TUEL)
の「内部よりの切り崩し」方針の失敗を警告し， 1928年には二重組合主義を公
式方針としたことから，そのための戦術転換にともない翌年 TUELは労働組
169) Ibid., pp. 555~557. 
170) Ibid., p. 558. 
171) . Ibid., p. 558. なおこの期のコムニストの活躍についてタフトは， 1964年の時点にお
いてもパールマンータフト『労働史』の記述 (pp.538~561)を要約するのみである
(Taft, Organized Labor, pp. 393~394)。
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合統一連盟 (TUUL)となった。なお同年 (1929)社会主義者，知識人，進歩的
組合員により進歩的労働活動会議 (CPLA)が結成され，当初その組織的性格が
問題とされたが (CPLAはみずからAFLの競合組織でないと宣言し， AFLはCPLA
をコムニストの指導組織とみた）， 1931年 CPLAは政治活動をもっぱらとして社
会党批判をおこなうようになり，その後は社会党と共産党との中間的存在に転
じたという 172)0 
なお最後に，コムニズムの支配撹乱こそなかったとはいうもののアメリカン
・プラン時代の雇主攻勢＝組合失墜の動きの名残りを示すものとして，石炭産
業の事例があげられる。すでにふれた1922年石炭ストライキ（戦後の戦闘性を表
現）の結果締結された協約の更改交渉は 1924年2月フロリダ州ジャックソンビ
ルでおこなわれ， 4月以降の新協約（期間は1927年まで）が成立したが，炭鉱経
営者側は新賃率が高すぎるとしてジャックソンビル協定（交渉地に因んでそう呼
ばれる）無視の挙にでた。やがて未組織炭田における賃下げの動きが誘因とな
って，経営側の協約拒否は全面的となった。組合側 (UMW)は協約違反の賃
下げを差止める命令を法廷（ウエスト・バージニア州モーガンスタウン）に申請し
たが，法廷は権限外としてそれを却下した。いまや経営者は生産の重点を組合
鉱山から非組合鉱山に移したが，そのため組合鉱山の総生産は，従来とは逆に
非組合鉱山のそれを下回ることになった173)。
コムニスト系の反｝レイス (UMW会長）派は，この事態を利用して「内部から
の切り崩し」をするため国際委員会を組織したが， UMW執行部はこれを追放
した。実際のところコムニストがUMW内に足掛りをえたのはノバスコシア支
部のみで，それすらも非公認争議を指導したとの理由でチャーターを取り消さ
172) Ibid., pp. 559~561. 
173) Ibid., pp. 562~563. ルイスの挑戦者でもあり， CIOの創立者の 1人となったジョ
ン・プロフイーは後にこの時代を回顧して「UMWを衰退せしめた大戦後の経済状態
は適切に説明などできるものでなく，それ故ルイス非難は歪められたものである」と
書いている (Taft,Organized Labor, p. 751, n. 8 of chapter 30)。
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れている174)0 
だが非コムニスト系の反ルイス勢力の増大は無視できず，かれらは， 1926年
組合選挙にさいして「組合を救う委員会」 (SUC) を結成してルイスに挑戦
し，敗れてのちもルイス批判をやめなかった。 1927年UMW大会は協約更改に
さいして後退しないこと ("NoBackward _Step")を確認したが，実際には州際
協定の更改どころか地域別・企業別の協定を認めざるをえず， 1928年7月賃金
スケール委員会は，ジャックソンビル協定の水準を下回る賃金協定の締結を承
認してしまった。この間SUEは反｝レイス運動を展開して全国集会を計画し，
ルイスがその指導者を追放すると，コムニスト指導の二重組合運動が助長され
て全国炭鉱夫組合 (NMU)が結成された (9月）175) 0 
だが最大のUMWの内紛は， 1929年のルイスとイリノイ (UMW第12地区）と
の抗争であろう。紛争の経過は， ｝レイスによる第12地区幹部の解任（理由は財
政乱脈）と自派人物の任命→第12地区による）レイス派幹部の担当分区の分離→
ルイスによる第12地区チャーターの取り消し→第12地区による法廷差止令の申
請・確保→ルイスによるUMW大会の召集→第12地区によるUMW新 (reorga-
nized)大会の召集→新組合 (ReorganizedUMW)の結成→｝レイスの対 R-UM
W差止命令の確保→ルイス派を正統とする法廷判決→1932年4月両者の和解，
という複雑なものであった176)。だが和解したものの UMW内にはコムニスト
支配のNMUと反ルイス的2派（イリノイとウエスト・バージニア）が依然として
残ったのであって，第12地区についても和解は「不統一を助長する前奏曲」に
すぎなかったという 177)。
4. 組合のビジネス化と福祉資本主義
大戦後のアメリカ労働運動の特異な 1鮪として無視できないものに労働銀行
174) Ibid., pp. 563~564. 
175) Ibid., pp. 564~568. 
176) Ibid., pp. 569~571. 
177) Ibid., p. 572. 
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活動 (laborbanking)がある。それは， 「資本主義自身の方法により資本主義
にたいする勝利を収める利点」をもつものとして案出された「新しい組合活
動」であって，その基礎には， 「賃金労働者の貯蓄を労働者自身の金融機関に
動員し，信用という重宝な鍵でオープン・ショップ産業の門戸を開かせ」， さ
らには「第 1級の金融勢力たることを示すことにより資本主義全体の方向を転
換せしめる」という労働側の発想があった。いいかえれば「いったん労働者が
金融戦線にてその動員能力を示せば，資本主義は労働者の力を自己と対等のも
のとあっさり認め，かれらの力による平穏裡の同化合ーにすすんで服しさえし
よう」というのである。いまや労働者の権利闘争の場は，「ビケット・ライン，
議会のロビーおよび法廷から大企業の株主集会に移される」ともいう。もちろ
ん労働銀行には組合員にたいする銀行サービスの機関としての役割があり，そ
れが組合員にたいする労働組合の声価を高めることはいうまでもないと178)。
労働銀行の提案そのものは大戦前に遡り， 1912年の鉄道機関士友愛組合 (B
LE)大会には組合銀行設置案が提出されたし（ただし否決）， 15年大会にも再
度提案されて考慮が示唆されている。だがその具体化としては1920年国際機械
工組合 (IAM)の設立したものが先駆であろう。鉄道機関士による最初の銀
行設立は1920年11月（オハイオ州クリーブランド）であり， 翌年10月にはインデ
ィアナ州ハモンドにて機関士・火夫・車掌により人民協同州銀行が設立されて
おり，さらに翌年12月にはミネアポリスにて運輸友愛組合全国銀行が設立され
ている。なお1922年にはBLEによる持株会社や投資会社の設立，さらには組
合員以外にも労働銀行の福音を広めようとして生産者消費者銀行の設立がみら
れる。他に全米合同衣服労働者組合 (ACWA)が1922年4月シカゴに設立した
合同信託貯蓄銀行やさらに翌年ニューヨークに設立したものがあり，ソビエト
178) Ibid., p. 572. なお労働銀行活動は13本の関心をも呼んだらしい。当時これを論じた
ある書物は労働銀行を産業管理権を得るためのものとみ，「卑近な言葉で云へば，『己が
刀で己が首』という寸法であって，敵の刀で敵を倒すと云う方法」と解している（木
村秀太郎「労働運動と労働銀行』銀行問題研究会発行，大正15年， 20,229ペー ジ）。
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・ロシアヘの送金業務や低利の小口融資に特色をもたせたという 179)0 
労働銀行を運営したのは国際組合だけでなくローカル組合，州連合体，都市
中央組織にもおよぶ。その発展は1922年~24年に著しく， 1926年には最高の計
36行をかぞえ，投資総額は 1,300万ドルを超えたという。だがその後衰退して
1930年には14行のみとなった。その原因は「支援の欠如から経営者の無能およ
び利潤追求的プロモーターの労働者利益にたいする無関心にいたるまで」さま
ざまであり，とくに機関士の失敗例はまさに「もっとも高価な実物教育」だと
される。それは，フロリダヘの土地投資が命取りとなって銀行の崩壊を招いた
ものだが，銀行経営の乱脈ぶりに驚いた BLE大会 (1927年）はBLE幹部を
審問に付した。かくて「資本主義を逆手にとってこれを打倒しようとの夢は終
った」ことになる180)0 
パールマンとタフトは労働銀行活動についてつぎのようにいう。労働銀行の
狙いは，① 「金融ルートをつうじて労働者の産業支配をたんなるジョップ支配
以上に拡大し」，② 「労働者の＇貯蓄を反組合的雇主の手の届かぬところに置く
ことによって労働組合活動を援助し」， ③友好的雇主にたいしては労働銀行融
資によって「オープン・ショップ団体による金融脅迫より保護する」ことにあ
った。②③の実例は !AMの場合（マウント・バーノン貯蓄銀行）や ACWAの
場合にみられる。だが労働銀行からの融資を必要するような雇主は「純粋銀行
家的観点からは好ましくない危険な顧客」であり，かかる融資を「軍事支出な
いし防衛基金の代用支出」と考えるならばともかく， 「投資の安全という銀行
家的動機を雇主抵抗の減殺という組合的動機と結びつける」ことは， 「連畜を
相反する方向に追う」に等しいと 181)。 まことに適切な指摘というべきであろ
う。
それのみではない。鉄道機関士の銀行は戦略的投資としてウェスト・バージ
179) Ibid., pp. 572~575. 
180) Ibid., pp. 576~577. 
181) Ibid., pp. 577~578. 
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ニア地域の未組織炭鉱を買ったが，その炭鉱の労働者に組合賃率を支払えず，
また他の炭鉱との競争にも勝てず，結局はBLEとUMWとの争を招いた。い
わば組合観点からしても，労働銀行は「現実の危険」だったわけである182)0 
資本主義の方向転換という目標についていえば，労働銀行は「サラセンにた
いする子供の十字軍」でしかない。衣服労働組合による銀行のように「資本家
的銀行よりも保守的に運営され」，産業の金融的支配など夢みずに組合員への
サービス機能に徹しておれば，労働銀行にも存在の余地はある。だが労働銀行
にたいする「熱狂は破滅をもたらす」だけでなく，金融活動に時間とエネルギ
ーを空費して肝心のジョップ・コントロール活動を犠牲にしてしまう危険があ
ると183)。
以上のパールマンおよびタフトによる評価に附言すべきものはない。それを
詳しく引用したのは，そこにジョップ・コントロール路線を逸脱することへの
ウィスコンシン的戒めが読みとれるからである。だがかかる労働組合のビジネ
ス模倣（労働銀行）は，経営側の労働福祉政策の強化と時代的に一致しており，
そこに1920年代の時代精神の一面を汲みとることができる。
これを要するにクーリッジ大統領を再選させた20年代の「アメリカ資本主義
は，政治的物質的のみならず精神的にも勝利していた」のである。いまや語ら
れるのは「需給」資本主義 ("Demandand Supply" capitalism)ではなくて「福
祉資本主義」 C'WelfareCapitalism")であり，それは， ①企業の枠を超えて資
本主義制度全体に「時間動作」研究方法を適用し，よって景気変動のコントロ
ールと永遠の繁栄をめざし，③さらにはテイラー流の貨幣的刺激以上の労務管
理方法論を発展せしめる （労働者を人間として扱い，労働者自身の観点から労働者の
問題に接近し，公正賃金，適正労働時間，失業・疾病災害・差別にたいする保障を与える）
という意味において，「科学的」であると同時に「テイラーを超えた」もので
あった。テイラーの超越とは③をさし，それは，組合規則による間接保障に代
182) Ibid., p. 578. 
183) Ibid., pp. 579. 
53 
118 闊西大學『継清論集」第29巻第2号
えて企業による直接保障をもってし， さらに同一企業内の全員（労・使）の結
合こそ「産業に自然の唯一の団結」であるとの基本理念から，伝統的ユニオニ
ズムに代えて「会社組合」 ("companyunion")をもってしょうとするものであ
った184)。
だが重要なことに福祉資本主義は20年代組合運動の「主たる障害」ではなか
ったのであって，障害は，むしろ1913年~26年の農産物価格の下落による労働
者実質賃金の上昇 (25%)とその結果としての組合加入刺激の減退にあったと
いう 185)。意気あがる資本主義と対照的に組合指導者が気落ちする状況下では，
指導者の課題は，雇主との闘争ではなくて， 「組織労働者も資本主義の問題解
決に貢献できることを証明するチャンスをかれらに与えるようビジネスに誘
いかける」ことであり， その誘いの名が「労使協力」 ("union-managementco-
operation")であったともいう 186)0 
労使協力例の花形はバルティモア＝ォハイオ鉄道工場のそれであろう。それ
は1922年に全面的に導入されたが，内容的には地方別および路線系統別の 2段
階の合同協力委員会を設け，後者は 3カ月毎に前者からの勧告を検討するとい
うものであって，他社もこれに倣った。その結果，若干の労使関係上の改善
（組合承認・従業員苦情の減少・雇用拡大）はみられたが， 他方雇主が逆に労働者
184) Ibid., pp. 580~581. プランデスによると，福祉資本主義の最上の定義は「従業員を
知的もしくは社会的に快的ならしめ改善せしめるところの支払賃金以上のすべてであ
って，かつ産業の要請にでるものでも法によって要求されるものでもないもの」とい
う連邦労働統計局の定義だとされる (Brandes,op. cit., p. 152, n. 2)。 だがこの定
義は平面的にすぎる。ダーバーは福祉資本主義を「企業型の産業民主制」とみ，福利
厚生，科学的管理，人事関係，従業員代表制の労使関係上の4つのエレメントを有す
るものとみる (Derber,op. cit., pp. 206~219)。
185) Perlman and Taft, op. cit., p. 581. 
186) Ibid., pp. 581 ~582. レイバックも「かかる哲学は労働運動が衰退しつつあることの
・無意識の承認にすぎなかった」という (Rayback, op. cit., pp. 306~307)。 なお労
使協力の厳密な意味づけについては JeanT. Mckelvey, AFL Attitudes toward 
Production 1900~1932, Ithaca, N. Y.: Cornell University, 1952, p. 79, n. 1. 
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の組合加入を歓迎し（組合幹部の組織拡大意欲の放棄）， 労使協力とは「精神的に
敗北せる組合運動のプログラム」と評されるごとき事態を招いた。さらに労使
協力企業が従業員を常用と臨時雇用（景気調節弁）とに 2分したことも附言さ
れるべきであろう。かくして鉄道の労使協力は， 「組織労働者の産業への入場
料」「産業への滞在許可料」とまで酷評されるのである187)。 これにたいして
1928年のミッテン＝マホン協定 (Mitten-Mahoncontractー ーフィラデルフィア急
行のミッテンと路面鉄道労働組合のマホンとの間に，組合の能率増進への協力を前提に組
合承認とチェック・オフを認めたもの）は， 「将来日付の入場料」を定めたもので
あって，それは組合の雇主にたいする将来の道徳的物質的屈服を意味するが，
同時に「自信あるユニオニズムの最低線 (lowwater mark)」でもあったとい
つ• !BB) ゜
かかる空気は総じて労働界の風潮だったらしく，たとえば1925年AFL大会
は， 設備と経営の近代化による高賃金＝低コスト論（ただしそのジョップ機会へ
の影響は不問）の展開により労使哲学の和解を計ったし，・また1926年大会にお
ける自動車産業関連の国際諸組合による一大組織化闘争論議も，雇主の抵抗を
予想して不発に終った189)。社会主義的な合同衣服労働者組合も労使協力実験
工場で能率増進の実をあげたし (1925年ハート・シャフナーーマークス社） 190), 全
米フル・ファッション靴下労働者同盟も，統一賃金協定の代償として労働者1
人当りの受持機械台数等についての譲歩を強いられている191)。
187) Perlman and Taft, op. cit., pp. 582~585. なお Derber,op. cit., pp. 238~241. 
鉄道争議にたいする公共的関心の故に鉄道はユニークな経験をしたわけで， 20年代は
組合，鉄道，政府が公益・労・使3者の利害調整の方法を模索した時代であり，ダー
バーによれば，バルティモア＝オハイオ・プランと鉄道労働法 (1926年）とはその目
標に向う異なる 2つの道を反映するという (Ibid.,p. 242)。
188) Perlman and Taft, op. cit., pp. 585~586. 
189) Ibid., pp. 586~587. 
190) Ibid., p. 587. 
191) Ibid., ~- 589. 1920年代の福祉資本主義がビジネス側にとって成功だったにせよ，組
合運動にとっては否定的な効果をもたらした点で，多くの論者は一致する。だがブロ
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もちろん福祉資本主義への抵抗がなかったわけではなく，パールマンとタフ
｝はその2例をあげる。①インタボロ急行の場合。同社の従業員友愛組合の協
約改訂交渉に不満をもつ組合員による大ニューヨーク合同鉄道労働者組合の結
成と賃金要求 (1926年7月）→同組合のストライキ→友愛組合によるストライキ
非合法宣言→会社による合同組合への損害賠償訴訟→ストライキ敗北→合同組
合の合同路面電鉄従業員組合への加盟→会社の合同組合にたいする差止命令の
法廷申請→差止命令→路面電鉄組合の賃上げ要求→会社によるAFLおよび路
面電鉄組合への差止命令の申請→合同組合への差止命令の上級審による取消し
(1928年1月）→AFLおよび路面電鉄組合への差止命令申請の法廷による棄却
（同年2月）→組合勝利192)。 なおこの事件は「会社組合における雇主支配への
反抗として，またいわゆる黄犬契約と会社組合主義にたいする法的見解の変化
の始まりを示すものとして」重要であるという 193)0 
Rコロラド炭鉱ストライキの場合。サッコとバンゼッティの処刑 (1927年8
月）→コロラドの炭鉱夫による 2日間の抗議ストライキ→ IWWによる炭鉱夫
集会の召集と諸要求（賃金回復，炭鉱夫代表の承認，鉱山諸法規の遵守）の州産業委
員会への提出ー同委員会による要求提出者の代表権否認→ストライキ→ロック
フェラー産業代表プラン (1913年争謡後コロラド燃料製鉄会社に導入されたもの）の
挫折→ロッキー・マウンテン燃料会社のUMWにたいするコロラド産業フ゜ラン
（争議中同社の株を買い占めた人物ジョセフィン・ロッシュの考えた組合完全承認にもと
ずく民主的産業管理プラン）の提案→10月同プランの協定化（①医療衛生機構の設置
と③労働の対企業協力の義務化）194)。ロックフェラー・プランを挫折せしめた炭鉱
ディーのごときは，労働者は企業の福祉政策を支持していたのであって，大不況の介
入がなければ，福祉資本主義への労働者支持は変らなかっただろうという。しかし福
祉資本主義の究局の崩壊よりして（その理由について意見は分れるが）， プロディー
の理論はうけ入れがたいとプランデスはいう (Brandes,op. cit., pp. 136~137)。
192) Ibid., pp. 590~593. 
193) Ibid., p. 593 . 
.194) Ibid., pp. 593~595 . 
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夫も，コロラド・プランのもとでは「非組合的競争に応ずるために大幅の賃下
げに同意する」ほどの協力ぶりを示したという 195)0 
パールマンとクフトは，かかる「労働の哲学のビジネスの哲学への屈従」
が，労使協力のみならず組合運営におけるビジネス的方法の模倣にも示される
ことを指摘する。全米電気労働者国際友愛組合 (IBEWA)の場合がそれであっ
て，同組合は，ニューヨーク支部の腐敗（支部役員と業者との結託）の粛正を機
に本部強化と組合よりの「政治」 ('、politics")の追放を決意したが， その後組
合に友好的な業者の電気工事請負業者協会役員への当選を助け，その新役員と
週5日制・賃上げ10%の交渉に入り，さらに協会加盟業者をして建築業者協会
(BTEA)より脱退せしめたことから， IBEWAとBTEAとは泥沼の争いに
入ってしまった。 IBEWA会長H・H・プローチは組合運営能率化のプラン
（企画調査部の設置，見習工の組合選挙権の剥奪など）を提案したが，反対が生ずる
と．，プローチ執行部は，罰金・権利停止・雇主への解雇要求などの手段をもち
いて反対派を抑圧した。反対派はかかる抑圧の不当性を法廷で争い，法廷はか
れらの主張を認めた196)。「ビジネスに通例の運営方法の模倣は，組合民主主義
下の最悪の弊以上の結果を生まなかった」197)とは，パールマンとタフトの評言
である。
最後にモラルの低下＝ゆすり (racketeering)も無視できない。今回のゆす
りは，雇主をゆするが組合員の賃金水準をも高めたかってのサム・パークスの、
それとは異なり， 「私利追求の手段としてのみ組合を利用した」のであって，
「真の組合にはびこるゆすりの慣行」と「組合員をしぽる目的をもってテロ手
段により強制加入せしめ， よって結成された似而非組合の指導者によるゆす
り」 とは区別されるべきだという 198)。両者のゆすりが同一でないことは事実
195) Ibid., p. 595. 
. 196) Ibid., pp. 冒596~600.
197) Ibid., p. 600. 
198) Ibid., p. 601. 
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だが，さりとて両者の区別を強調するパールマンとタフトの態度には若干の問
題があろう。 それはともあれ新たなゆすりの代表例はサム・カプラン (Sam
Kaplan)とセオダー・プランドル (Theodore・Brandle)のそれであって， カプ
ランはニューヨーク映画従業員組合のビジネス・エージェントとして組合基金
を1人で管理し，プランドルは二 ーソャージー建築労働評議会議長の身で鉄
鋼連盟理事として報酬を受けていたのである199)0 
ただしパールマンとタフトによる以下の主張は説得的である。かれらによれ
ば，全体として「厳密なゆすり組合」は批判者のいうほど多くなかったし，ま
た「近代ゆすりの原型」を1870年代のモリー・マグワイヤースにまで遡らせる
主張（ルイ・アダミック）のごときは「労働運動の暴力をゆすりと混同するも
の」という（まさにそのとおりであろう）。ゆすりを生みだした条件は， ①過度の
競争 （ゆすり組合のほとんどは死活的競争を強いられているサービス産業にみられ， ゅ
すり屋は競争の安定を口実に足場を築きえた） と③禁酒法の存在（密売利益の減ずる
不況期にゆすり屋の組合乗っ取りの必要が大きかった）とである。ただしかかる乗っ
取りにたいして労働組合の演じた「緩衝的役割を世論が評価すること稀であっ
た」という200)。
パールマンとタフトによるニュー・ディールまでのアメリカ労働組合運動
(1896~1932)にかんする長い記述は，事実上これをもって終る。残るは， 20年
代組合運動の劣勢を挽回しようとしたAFLの南部組織化の動きのみである。
. AFLがかかる決意を固めたのは (1928年），南部における運動の成功は「戦線
の全分野におけるエネルギーの一新を刺激し，かつアメリカ労働運動の内的活
力を確信させる証拠となる」 という内部的判断が存したことによる201)。 当然
のことながら南部の闘争舞台は繊維産業であって， AFLと統一繊維労働者組
合 (UTW)が活動の中心となった。争議としては， ①テネシー州エリザベソ
199) Ibid., pp. 601~602. 
200) Ibid., p. 602. 
201) Ibid., p. 603. 
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ンのアメリカ・グランズストフ・レイヨン会社争議（福利プランが導入される），
③ノース・カロライナ州ガストニアのマンビル・ジェンクス会社争議（週労働
時間が60時間から55時間に短縮される），⑧同州マリオンにおけるマリオン工業会
社およびクリンフィールド工業会社争議（両社とも週55時間制が同意される）， ④ 
サウス・カロライナ州における UTW統一行動計画 (AFLの支援にもかかわら
ず国際諸組合の関心は乏しく， 「アメリカ労働運動の若返りは未だし」）， ⑥バージニア
州ダンビルのリバーサイド＝ダン・リバー紡績工場争議（賃下げ反対のストライ
キだが， AFL会長グリーンの解決努力も成功しなかった）が，あげられる202)。なお
①～④は1929年，⑥は1930年の争議である。
もちろん南部の組織活動が繊維にのみ限定されたわけでなく，ケンタッキー
州ハーランでは1931年 4月，解雇と賃下げに端を発してUMWの石炭ストライ
キが発生している（ただし争議指導者や同調者が起訴され，大々的救援活動にもかかわ
らず主たる被告は終身刑を宣言された） 203)。だがUM~ の活動についていえば，ょ
り重要なるは1932年の組合分裂であって，それは「労働運動の衰退をもっとも
明白に説明するもの」とされる。分裂の経過は， UMW第12地区（イリノイ）
の賃上げ要求→炭鉱側の賃下げ回答→ストライキ→地区役員・経営間の妥協に
よる協定成立→組合員一般投票による同協定の拒否→UMW会長ルイスの協定
調印→本部・地区役員にたいする組合員の反抗→ストライキ続行→全米進歩的
炭鉱労働者組合 (PMA)の結成→ヒ゜ーボディ石炭会社の組織化をめぐる UM
WとPMAとの武力衝突→知事仲裁の不調， というものである204)。かかる組
合分裂を労働運動の停滞状況・（ないしは衰退）の現われとみることは，けっして
間違ってはいまい。
ところで以上の労使戦線状況は1929年不況で一変する。だがパールマンとタ
フトによれば，恐慌によるアメリカ資本主義的信念の崩壊以外にも， 「ビジネ
202) Ibid., pp. 604~610. 
203) Ibid., pp. 610~611. 
204) Ibid., pp. 612~614. 
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スをして労働にたいし以前よりも配慮を示さぜるをえなくした具体的要因」が
存したのであって205), それは， 20年代初期の賃金抑制の動きや政府の移民政策
修正（緩和）企図の労働組合の抵抗による挫折が，アメリカの産業をして大衆
の高度の支出能力に依存するビジネス優位の方向に発展せしめ，その結果最大
の発展を遂げた自動車，ラジオ，レイヨン，家庭用電気器具などの諸産業（ま
さに大衆の高賃金に依存）をば不況を理由とする賃金カット政策によって衰微せ
しめることが，「ビジネス界全体にとって危険となった」ということにある206)。
かくして当分の間 (1929年10月~1931年9月）ビジネス界は高賃金（購買力維持）＝
不況対策というAFL的見解を支持し，フーバー大統領もみずから召集した労
使首脳会談の場で 7億ドルの公共事業を声明し，それにたいしてこの会談も賃
金カット．の回避を決定した。これをしも，クーリッジ時代が労働のビジネス哲
学屈従の時代だったとすれば今はビジネスの「労働側の経済学」依拠の時代で
あるとは，よくいったものである207)。
もちろん金融界や小企業主のように賃金カットを支持しかつ実行するものも
あり，不況の進行は賃金維持論を唱える使用者をもカット論者に転ぜしめた。
いまやAFLは議会および公衆にたいする政治プロパガンダに全力をあげ，購
買力増大による景気回復論をくりかえし，公共事業と雇用の融通(staggering)
を求めた。ただ強制失業保険制度には反対したものの（その1理由は組合方針に
反する非組合員との協働を失業手当没収をもって強制される恐れ），翌1932年のAFL
大会はその態度を一変した（ただし連邦・州政府の管掌，費用の雇主負担，組合員資
格の維持を同制度支持の条件とする）208)。かかるAFLの主張と態度は時代の要請
と限界を想い起させる。
とはいうもののニュー・ディールの本格的展開以前のこととてパールマンと
205) Ibid., p. 614. 
206) Ibid., pp. 614~615. 
207) Ibid., p. 615. 
208) Ibid., pp. 616,._618. 
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クフトに正確な将来展望を期待すべくもない。だがかれらは， 「労働運動を包
む深い暗やみを払う」ものとして，会社組合の育成を鉄道労働法違反とした
1930年の最高裁判所判決（テクサスーニュー・オーリンズ鉄道対鉄道蒸汽船職員友愛
組合），おなじく同年のフーバー大統領によるJ・T・パーカー判事の最高裁判
所判事指名にたいする上院の拒否（拒否理由は，同判事がかつて黄犬契約者にたい
するUMW活動家の説得工作の差止命令を支持する判決を下したことにある）， さらに
は1932年のノリス・ラガーディア法（この法律の意義は，この時点でパールマン一
タフトの考えていたよりはるかに大きかった）をあげる209)。 だがかかる労働組合の
法的地位の改善が失業者の救済につながるわけでなく，実際の失業者の直接的
利益に奉仕したのはコムニストや社会主義者等の支援する失業者協議会や連盟
であって，かかる失業者団体は当局との団体交渉をもっぱらとし，交渉当事者
としての承認を与えられもしたのである210)。やがてニュー・ディールととも
に「新しい時代の幕が開く」。だがパールマンとタフトは自己の長いドラマを
やっと書き終えたばかりであって，つぎの開幕を宣するのみである。
VJI. むすび
パールマン＝クフト『労働史」にたいするコモンズ序文の基本視点は「雇主
資本主義から銀行資本主義へ」（労使の隣人関係から銀行家を仲介とする不在関係へ）
の変化にあったが，パールマンとタフトの以上の長い (600ペー ジ余の）叙述は，
かかるコモンズの視点をあからさまiこ前面に打ちだしているわけではない。け
だし労使紛争の舞台に銀行資本が当事者として登場することは稀だからであろ
う。コモンズのこの視点は，むしろアメリカの労働組合運動に従来とは異なる
対応（たとえば組合構造の変更）を迫った時代的変化に生かされており， したが
ってまたそれは，アメリカの組合運動の諸相の変化から判断されるべきであろ
う。
209) Ibid., pp. 618~619. 
210) Ibid., pp. 619~620. 
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パールマンとタフトは，かれらの「労働史」の冒頭においてアメリカ労働指
導者が過去 (19世紀）の経験からえた結論として11点をあげたが（基本的にはコ
モンズ『労働史』全2巻の結論そのもの）， いまやその『労働史』の結論（パールマ
ンの表現とビジョンを如実にしめす）を上記とおなじ1点について論ずる。だがか
かる11点（アメリカ労働運動の諸相）を規定する諸要因は過去から現在まで一貫
して存在しているわけであって，それは①フロンティヤー＝中産階級的農民の
存在，②階級意識の欠如，⑧労働者階級の異質性，だという 211)。この故にこそ
アメリカの雇主は「執拗性と有効性の点で他国の雇主も匹敵しえない権力意
志」を有し，組合運動をば「機会があり次第追放さるべき侵入者かつ纂奪者」
として扱いえたのであって， 19世紀末までに組合運動が承認をかちえたイギリ
ス（すでに1870年代に労働組合法が制定されている）とは対照的に， 「アメリカの労
働運動にとっては生存権の確保が常に主要問題であった」のである（ワグナー
法以後の展開はまだ未来に属する）212)。
以上を敷術すれば，エンクロージャー＝ヨーマンのプロレタリア化＝自営農
民層（雇主の味方）の欠如を経験したイギリスがフランス以上に財産権の侵害
を許したのにたいし（フランス革命は多くの小土地所有農民を生みだした）， アメリ
力は「動くフロンティヤーと普通人の経済的向上の機会の無限の再生とをつう
じて作用する永久の経済革命」を経験したのであって，そのことはフロンティ
＿ャー消滅 (1890年）や近代企業結合の出現によっても変らない213)。 その意味す
ると•ころは，多数の小企業の消滅と簑出をつうじてのビジネス擁護者＝中産階
級（反独占的だが反労働組合的でもある）の恒存とその反映としての法廷のビジネ
ス擁護であり，また「階級移動」 ("classmobility") と投票権（ジェファーソン
民主々義の副産物）の結果としての「固定的な」 ("settled")労働者階級およびそ
の意識の欠如であり， さらには人種的・言語的・宗教的・文化的異質性（特定
211) Ibid., pp. 621 ~623. 
212) Ibid., p. 621. 
213) Ibid., p. 621~622. 
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イズムの固執はカソリック派の排除にほかならない）のもとでの唯一可能な労働者意
識としての「ジョップ意識」 ("jobconsciousness")の存在であると214)0 
かかる状況下ではアメリカの組合運動史は「AFLの歴史というよりはは
るかに個別組合の歴史」であり，個別組合が敗れたからとて AFL総司令官
(generalissimo)にはその救援の意思も権限もない。いいかえればアメリカ労
使紛争の全体像はばらばらの個別の紛争の集積であり（全的統一性の欠如）， そ
こに「急進的少数派運動の赤い糸」の入りこむ余地があったわけだが，パール
マンとタフトによれば，かかる労働運動の諸種の「メンクリティないしイデオ
ロギー」がニュー・ディールまでの時期にどのような消長をしめしたかが，か
れらの「労働史』にとって問題だという （これはまたコモンズ『労働史」執筆時の
パー ルマンの問題意識でもあった）215)。そこでパールマンとタフトは，かれらの時
期 (1896~1932)につきその問題を以下のように解く。
(1)自己雇用 (self-employment)への願望。価格（したがって賃金）安定のため
の賃金意識的な協同組合工場 (1921年シカゴ鋳型エ）｀やイデオロギー的な協同エ
場 (1928年ミルウォーキー衣服エ）の例はあるが， 総じてこの願望の「大規模な
復活はなかった」216)0 
(2)反独占の労農同盟。現実におこなわれた同盟は「地方的規模を超えず」，
その目的も労働利益を強調するパートナーシップであって，生産階級運動では
ない (1916年後ノー ス・ダコタ州， 1920年ワシントン州， 1918年後ミネソタ州）217)。
(3)社会革命的イデオロギー。急進化は政府の弾圧を促すにすぎないとの過去
の教訓（シカゴ無政府主義者事件やプルマン争議）は， IWW, 反戦社会主義者，
ボルシェビズム支持者にたいする政府の対応によって再確認される。ただし革
命主義の拒否は「支配勢力への卑屈な降伏」ではなく， 「物質的福祉や人間の
尊厳」にかかわる問題については「自由を自己自身の理想とするアメリカ市
214) Ibid., pp. 622~623. 
215) Ibid., p. 623. 
216) Ibid., pp. 623~624. 
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民」 として闘うことを意味する。 ここにいう自由とはもちろん体制内のもの
で，したがってかりに不況の過程で「ジョップ意識」が産業の政府管理を認め
ることがあるとしても， それは「実際的理由」（失業者の再雇用）によろう218)。
(4)「少数派意識」 ("minorityconsciousness")。 この意識の故にアメリカ労働
運動は「政府志向的」 ("governmental-minded")というよりはむしろ「リベラ
ル」 ("liberal")であって， しかもこの意識は戦後争議（石炭・鉄道）の政府介入
への反感もあって衰えず，それどころか1923年にはAFLが経営側に官僚主義
反対の共同闘争を呼びかけたほどである（当時の組織労働者の態度の真の表現）。
ニュー・ディール政策が開始され， 20年代の「経済主義」 ("economism")への
復帰は考えられないにしても，少数派意識より生れた伝統的リベラリズムもま
た放棄されず，今後はそれは「間断なき政府への圧力」ともなろう219)0 
(5)労働立法への懐疑。この懐疑は「徐々に不承不承ながら修正された」ので
あって，具体的には婦人幼少年保護における組合活動の限界の認識，婦人最低
賃金法への反対（成年男子への波及の恐れ）の撤回， 労働者災害補償法推進の動
き (1911年以降），健康・老令・失業（強制）の各種保険にたいする一部組合ない
しAFLの支持（ないし反対から支持への転換）などは， それをしめす。 ただし
団体交渉主義のアメリカは，福祉立法にたいしョーロッパより「はるかに少な
い価値」しか附与しない220)。
(6)無党派的政治活動方針。この方針は「依然争われないまま」である。ただ
し1924年のラ・フォレット支持はどう弁解しようと無党派方針からの「実質上
の逸脱」（たとえていうなら既存優良企業 "goingconcern"ではなく設立予定企業への
AFL援助）であり， その後AFLは旧方針に戻った（とくにニュー・ディール期
の既成政党内のリベラル派との接近）221)。
217) Ibid., p. 624. 
218) Ibid., pp. 624-:-625. 
219) Ibid., p. 626. 
220) Ibid., pp. 626~627. 
221) Ibid., pp. 627~628. 
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(7)知識階級の役割。この役割の「重要性が大いに増大することはなかった」
が，今後諸種（統計，法律，会計，調査）の専門知識をかれらに期待することは
できよう 222)0 
(8)二重組合主義への憎悪。かのアメリカ労働組合 (ALU), IWW, フォス
ターの労働組合教育連盟 (TUEL)の場合にみられるように， この憎悪は 「減
ずることがなかった」。合同衣服労働者組合 (ACW)のごときは，その理念が
分裂主義的起源を有するとの理由で二重組合とされたほどである223)。
(9)不熟練・未組織労働者にたいする態度。これは「組合により異なり，また
労働運動全体の動きとともに変化した」が，総じて職種別組合の利己的冷淡さ
の図は「大いに誇張され，かつ極端な例によった」ものであって，逆にその非
利己的な活動例も多い (1905年衣服労働者にたいするチームスターの援助， 1904年精肉
争議における熟練職種の不熟練層にたいする自己犠牲その他計7例があげられている）。
もちろん冷淡そのものの例もある (1919年鉄鋼ストライキにおける職種別組合の硬
直的態度，大戦前の統一繊維労働者組合UTWの不熟練層への態度）。 だが全体として
AFL系組合は「職種ラインで区切った領域を歩むとき， もっとも自信をも
っ」。したがって「大量生産産業において可能な唯一の形態たる産業別組合主
義」は，現存職種別組合の根絶 (cuttingup) によってではなくその管轄権の
再割当て（管轄権の完全放棄ではない）によって成立しようし， また職種別組合
も管轄権附与（産業別組合にたいする）の必要性を理解しよう。 ただし「より寛
容な道」としては，新しい西部の州が既存州の西部地にたいする権利の放棄譲
渡によりつくられた準州の昇格によって誕生したように， AFL傘下の新しい
産業別組合も，ワシントン任命の知事を戴く準州 ("territories")のような予備
的段階をとおることもあろう 224)。
UO)移民問題。この問題にたいする組織労働者の態度は「より排他的となった』
222) Ibid., p. 628. 
223) Ibid., p. 628. 
224) lb祉， pp.628~630. 
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のであって，とくに大戦によるナショナリズムの高揚はAFL移民政策を国家
の政策たらしめたといえる（初期AFLの有力指導者の一部に移民カウンセリングの
実績の自意識はあったものの）。なお国内人種問題についてはAFLは常にリベラ
ルだったが，そのAFLの善意も傘下組織の段階では歪められてしまう225)。
(l)労働協約。これは「依然として組織労働者の目標」であって，西部鉱山労
働者同盟 (WFM)の変身（協約拒否→協約締結）や.IWWの動き（ノース・ダコタ
州では協約を締結せんばかりの状態にあった）はそれを象徴する。要するに労働運動
の目的は「産業管理におけるバートナーとしての組合の承認」であったと226)0 
パールマンとタフトによる以上の1問の解答をみると，かれらの時期につい
ても前世紀におけるとほぼ同一の答案が書けるものと判断されていることがわ
かる。実際のところ政府の介入や立法化にたいするアメリカ労働運動のアレル
ギーがその後この時点で予想された以上に薄れた点をのぞけば，また国内人種
問題についてAFLがそれほどリベラルだったかどうか疑問がのこる点をのぞ
けば， 2人の答案は， 1問をのぞいて基本的には間違っていなかったといえよ
う。 2人の予想が外れたのは第9問についてであって，のちの産業別組合会議
(the Congress of Industrial Organizations)の生成と発展の過程は，管轄権の
割再当や準州的予備的段階の経過といった微温的なルートを完全に外れていた
のである。しかし 1問のみ不正解というのは，答案としては合格していたとい
うぺきであろう。
パールマンとタフトは自己の結論の最後として 3種のアメリカ労働運動解釈
を比較論評しているが，コモンズ『労働史』ではかかる解釈論の論評はおこな
われなかっただけに，それは，研究の進歩（ウィスコンシン以外の解釈の登場）と
既存の権威（ウィスコンシン解釈）の再検討の必然性を反映したものといえよ
う。ここにいう 3種の解釈とは， (1)ネオ・リベラル理論， (2)マルクス理論， (3)
経験学派理論である。
225) Ibid., p. 630. 
: 226) Ibid., p. 630. 
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(1)ネオ・リベラル理論 (the"neo-liberal" theory)。 ノーマン・ J・ウェアに
代表されるこの理論は，労働騎士団時代 (80年代中葉）の労働運動を階級意識上
の 「進歩的」運動（その活力と犬衆性が革命イデオロギーの不明確さを補なって余り
ある）とみる倫理的社会主義者の精神からでたもので， アメリカにおける近代
的労働運動の欠如の責任を指導（空虚な美辞麗句屋のパウダリー，弱きものを自己の
意のままにするメフィストフェレス的なゴンパーズ）に帰せしめる227)0 
かかる理論からすれば，ゴンパーズに代る理想主義者の指導があれば労働史
も異なっていたことになるが，経験学派はこれを以下のように批判する。すな
わち，①ネオ・リベラル理論は，騎士団を悼むあまり十字軍的な反独占的熱狂
を革命的動きと誤解した（ちょうどナロードニキがミールを社会主義の基盤と誤解し
たように）。 R80年代の労働急進主義は，結局は組合運動と相容れない小所有者
（ロシアの富農 Kulakに該当する）の楽園にいたるものでしかない。③大戦後
の戦闘性は「真の革命の波頭」ではない（アメリカの労働者は仲間意識はあっても
革命的階級意識はなく，また当初急進的だった労働指導者の多くの意識も「ジョッブ意識」
に終った）。④運動に指導は不可欠であり，特定指導者とともに生れ亡びた「ワ
ンマン組合」 ("one-manunions")は数多いが，指導は意のままに自由につくれ．
るものではないと228)。まさにウィスコンシン的批判であろう。
227) Ibid., p. 631. 
228) Ibid., pp. 631~632. なおパールマンとクフトが批判の対象としているのは， ウェア
の3部作のうちの第2作 (N.J. Ware, The Labor Movement in the United States 
1860~1895, 1929) であり， それが労働騎士団を論じたものであることはすでに
（『経済論集」第28巻1~4合併号）みたが，このウェアの著作を検討したパールマン
の息子のマークは，ウェアの立場が右派社会主義者のそれと一致するという。マーク
は，パールマンとクフトのウェア批判をかならずしもそのまま踏襲しているわけでは
ないが，ウェアが誤れる指導を攻撃するあまり，たとえばゴンパーズの方針を非難し
'ながら，それを受けいれた組合員を批判しない点を衝く。またウェアが将来の階級意
識の発展を期待していたことについても批判的である。マークにみられるのはやはり
ウィスコンシンの流れで•あろう。マークについては， Mark Perlman, Labor Union 
Theories in America, Evanston, Illinois: Row Peterson and Co., 1958, _pp. 107 
~116, とくに pp.109~111. 
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(2)マルクス理論 (theMarxian theory)。マルクス主義者たちはアメリカ労働
運動の非革命的性格を「不可避的に急進化と裏切り的組合官僚制の敗北とをも
たらすところの必然的な一時的局面」 とみるが229), 経験学派はそれを以下の
ように批判する。
すなわち，①戦後欧米の経済的趨勢はどうあれ，その心理的＝政治的趨勢は
マルクス的分析とは反対であった（中産階級は経済的に動揺したが両極に分解せず，
その存在は，ロシアのごとく中産階級が欠如し有産階級の政治的無能力が現象化している
国でないかぎり，直線的なプロレタリア変革を妨げる）。 ②マルクス理論は経済的趨
勢の上にあまりにも多くの構造を築きあげすぎる（マルクス理論は封建制からレッ
セ・フェールヘの移行期，すなわち個人の解放と近代化の障碍の除去という歴史的一時期
の親察の所産であり，かかる破壊的否定的プロセスの最終結果がどの国においても同一に
映ずるかぎり，未来の制度的「上部構造」を経済的「基盤」の研究から予測しうるとの結
論がでてくることになる）。⑧現代 (30年代）は，市場が収縮に転じ後進国ももは
や先進国の補助従属的地位に甘んじない「アウタルキー」 (DieAutarkie)と「経
済的区劃」 (compartimentageeconomique)の時代，個人にたいする国家と集団
の再支配の方向の時代である（これはかつての近代化ー破壊的否定的プロセスとは対
照的に建設的積極的プロセスであり，そこでは1国の文化的型の演ずる役割は大きい。制
度的諸形態は，かつてレッセ、・フェール時代に一様であった諸国においては今日もなおー
様であるとは考えられない。ナジョナリズム， 宗教， 急進主義， それに政治的傭兵隊長
condottieriの冒険の大きな力をみよ）。④かくて「労働運動の特徴である経験的方
法」こそ「事態に即した唯一のもの」であり（マルクス的概念範疇にかわる経済的
・政治的・文化的な有機的諸集団にかんする複合概念の導入）， 「理論的統計的に証明
されうる諸傾向こそが大衆の行動を現実に支配する」との信念は「たんなる信
仰の領域」では生きうるとしても，それは「労働運動の死を意味する」と230)0 
229) Perlman and Taft, op. cit., p. 630. 
230) Ibid., pp. 632~634. パールマンとタフトのかかる4論点のうち③については，パー
ルマンの息子の以下の論評が参照されるべきである。息子マークは， 『労働運動の理
論」執筆時の父パールマンが， 目覚めたる中産階級の社会運動をほとんど顧慮せず，
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これまたウィスコンシン学派によるマルクス批判の恰好の要約といえよう。も
ち・ろんマルクス派がこれに同意するわけがなく，とくに⑧の部分（ナチズム・フ
アシズムの30年代の意義づけ）は思想的立場を超えて問題であろう。
(3)経験学派理論 (the"experimental school" theory)。経験学派がネオ・リベ
ラル理論とマルクス理論を以上のように批判するとして，この学派については
どうであろうか。パールマンとクフトによれば，アメリカ労働運動にかんして
経験的に明白となったことは，①革命イデオロギーは労働運動をアメリカ人の
目に異国的ならしめ，そのことにより逆に雇主に「無料の贈物」を与える結果
となる，②内部統一を危くするものに新しいイデオロギーと古い宗教的政治的
忠誠心との衝突がある，③すくなくとも労働運動の舞台の 6分の 5は異端の運
動に解放されたことはない，ということだという。具体的には !WWやコムニ
ストの空しい活動（たとえばW・Z・ フォスターは欽鋼争議中のゴンパーズ代理として
の活動のほうが成功したようだ）， その革命イデオロギーの故に結束しえたドイツ
系・ユダヤ系移民の組合主義化，革命イデオロギーをもたぬ炭鉱夫の闘争的性
格，および長期プラン実行型のモデルとしての印刷工組合の超保守性が，あげ
られるという231)。
ところで経験学派からみて正統的と目されるアメリカの労働指導者の現実の
指導はどうであったのか。パールマンとクフトは，すでに前回論じたようにか
れらの「主要な戦略上の失策が鉄鋼産業でなされた」とみる。すなわち1901年
の「マルヌ河」的敗北と称せられるものがそれだが，パールマンとタフトによ
ナチズム，ファシズム，超国家主義のごとき全体主義の労働運動への影響について事
実上なんのヒントも与えなかったという。のみならずパールマンは，ファシスト・イ
クリーおよびナチス・ドイツにも自己の理論を拡張適用し， この両国の外国人嫌い
(Xenophobia) は中世ギルドや近世労働組合におけると同様の稀少意識に発するも
のとみ，またそれは 1種の前資本主義的隔世遣伝，すなわち19世紀経済自由主義の発
生前に支配権を有した自国民グループの支配権回復の動きとみるにいたったことを，
マークは冷やかに指摘する。この点については， MarkP~rlman, op. cit., pp. 205~ 
206. 
231) Perlman and Taft, op. cit., p. 635. 
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れば， AFLと炭鉱労働者組合による鉄鋼争議支援のジェスチュアだけでも鉄
鋼産業における反組合的ジブラルタル要塞の建設を許さず，労働の勝利をもた
らしていただろうし，また大戦中鉄鋼産業にもっと早くもっと決定的な圧力を
加えておけば，以前の失地を回復しえていただろうともいう232)。1901年の争議
についてはタフ，卜はのちにその判断を訂正したのだから（すでに前回に論じた），
この戦略的失策論をここで論評する要はない。また後者の論点についていえ
ば，たとえば1919年鉄鋼ストライキをはたして大戦中におこないえたかどうか
は大いに疑問であろう。したがってその「成功はアメリカン・プラン闘争を早
めすらしていたであろう」233)というパールマンとタフトの主張は，所詮は仮定
の論議でしかない。
パールマンとクフトは「いまひとつの重大な失敗」として，組合自治の名の
もとに AFLが個別組合の腐敗にたいする道徳的介入を放棄したことをあげ
る。すなわちAFLに公式の統制権限がなくとも「調査によるコントロールの
武器」は存したのであり，それだけにビューリクン的美徳に反する腐敗の宿命
視は組合にたいする世論を重視するAFLの立場と一致せず，さらには縄張り
争いすらもAFL指導者の道徳的圧力によって緩和されえたはずだという 234)0 
その実際的効果はどうあれ（とくに縄張り争いの場合）， AFLに前記問題解決の
熱意と努力が欠けていたとのパールマンとタフトの指摘は，まさにそのとおり
であろう。
最後にパールマンとタフトは，クーリッジ時代のビジネス哲学への組合の安
易な屈服を「いまひとつの戦略的誤り」 とみる235)。 この判断に異議はない。
だがかかる戦略的誤まりにもかかわらず伝統的なジョッブ意識的組合はその真
の本能にしたがったとされるのだから，この戦略的誤りが格別に重大視されて
232) Ibid., p. 635. 
233) Ibid., p. 635. 
234) Ibid., p. 636. 
235) Ibid., p. 636. 
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いる様子はない。
そこでパールマンとタフトは最終的結論としてつぎのようにいう。すなわち
「過去40年にわたる労働運動の一般プランからして運動が現実認識によってい
たことがわかる。ただ若干の重大な敗北を喫したが，それは労働戦闘部隊間に
相互の整合を欠いたためである」と236)。 この結論に注釈の要はない。 という
のもアメリカ労働運動がつねにイデオロギーにではなく現実に即して展開され
てきたというのは，パールマンとクフトが繰り返しのべてきた結論だからであ
る。ただ若千の敗北の原因を戦闘部隊間の整合の欠如にもとめることは，当時
かかる整合の余地のなお存したことを意味するが， その後クフトの解釈変更
（たとえば1901年鉄鋼争議の場合）がおこなわれたことなどからして，はたして整
合の余地があったかどうかは判断の難しいところであろう。
（つづく）
236) Ibid., p. 636. 
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